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第零章 序論 

 
第１節 本研究の背景 
 

1-1 高等学校全日制普通科に通う多様な生徒 
 

現在，公立高等学校の教員として 13 年目を迎えており，学年主任として 4度目の担任業

務を終えたところである。勤務校では，特別支援教育コーディネーター（以下 SENCO と略

記）を務め，校内委員会を運営するとともに，自らが担任するクラスにおいても特別な支援

を必要とする生徒を受け持っていた。発達障害等（その可能性）のある生徒や，義務教育段

階まで特別支援教室（通級）に通っていた生徒，場面緘黙症の生徒，摂食障害（後に双極性

障害へと二次障害化した）のある生徒，適応障害や起立性調節障害の診断のある生徒，外国

にルーツのある生徒，性的マイノリティにある生徒，非行行動（性非行を含む）をとってし

まう生徒，家庭や本人の事情で児童養護施設や児童自立支援施設から通っている生徒など，

全日制普通科においても実に多様な生徒が在籍しているのが現状である。 

担任業務および SENCO 業務に携わってきた経験から，特に発達障害（その可能性）のある

生徒に対する校内支援体制が不十分であると感じている。2007 年度からの特別支援教育法

制化により，高等学校においても特別支援教育の推進が求められるようになって久しいが，

設置種の違いや設置学科の多様性，入学者選抜の実施なども作用し，義務教育段階と比べそ

の校内支援体制は十分であるとは言い難い。日本では，障害者権利条約条項（24 条）の中

に盛り込まれた合理的配慮の規定を受け止め，2013 年に障害者差別解消法が制定され，合

理的配慮の提供は法的義務とされた。しかしながら，高等学校の現場では，教科（科目）担

当教師によって学習評価や単位認定における意識の差があり，合理的配慮に基づく学習支

援がなされないまま，単位未修得となってしまうケースがある。高等学校では，未修得単位

数・未修得科目数によって，進級や卒業条件を満たさない場合，進路変更（転退学）を勧め

ることになる。また，生活指導上の違反が繰り返される場合においても，特別指導（校内で

の生活指導）を受けることができないと判断された場合，進路変更を勧めることになる＊１。

石隈(1999)は教師・SC・保護者等，チームによる援助を提唱してきたが，多様な生徒が在籍

している中で，教員の意識や校内の支援体制の不十分さから，進路変更に至ってしまう生徒

がいるのが現状である。これらは義務教育段階にはなかった，高等学校特有の課題である。 
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1-2 高等学校全日制普通科に生じている課題 
 

中学校の特別支援学級卒業者の進学状況調査（玉村ら，2019）では，39.1％の生徒が特別

支援学校高等部ではない後期中等教育の場（高等学校・中等教育学校後期課程・高等専門学

校）へ進学していることが報告されている。東京都の公立高校のうち，2018 年度より通級

による指導が開始された高等学校（エンカレッジスクール）があり，2020 年度から，東京

都の公立高等学校においては全校での通級配置が決定した＊２。これらの取組みにより，今

後の全日制普通科においは，特別な支援を必要とする生徒の入学は増加していくことが予

想される。橋本(2016)や松田ら(2016)が指摘するように，チーム学校として対応していく必

要があり，担任教師のみに任せるのではなく，学年部，管理職，養護教諭，SENCO，スクー

ルカウンセラー(以下 SCと略記)，スクールソーシャルワーカー（以下 SSW と略記）等の専

門職支援者，校外の専門機関と連携することが求められる。校内支援体制の構築や教科教育

における合理的配慮の拡充を進めることは，高等学校の喫緊の課題といえる。 

 

＊１ 進路変更がなされる場合の主な転学先 

ア)公立高校のチャレンジスクール・エンカレッジスクール・定時制・通信制への転学 

☛公立のため学費はかからないが，転編入試験の時期が限られていることや，試験に不合格

になる場合もある。 

イ）私学通信制高校（サポート校）への転学 

☛基本的にいつでも入学できるが，学費やサポート校の通学費用が高額であり，私立高校に

通う場合と同等額がかかる。 

ウ）アの試験で不合格，イの学費が払えないという生徒の場合。 

☛行き場をなくしてしまう生徒については，支援をしてくれる大人につなぐ必要がある。 

（例えば，若者の支援を行っている地域の認定 NPO 法人等）。 

 

＊２ 都立高等学校における特別支援学級（通級）対象生徒 

ア）都立高校または都立中等教育学校後期課程に在籍する生徒。 

（全日制・定時制・通信制や学科は問わない） 

イ）知的障害がなく，発達障害等（自閉症，情緒障害，学習障害，注意欠陥多動性障害）が

あり，通常の授業におおむね参加でき，一部障害に応じた特別な指導を必要とする生徒。 

ウ）生徒本人と保護者が通級による指導を希望し，かつ，学校及び東京都教育委員会に指導

が必要であると認められた生徒。 
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第２節 高等学校における発達障害（その可能性）のある生徒の実態 
 

2-1 発達障害のある生徒の困難さの実態 
 

第 1 節で述べた通り，高等学校における特別な支援を必要とする生徒として，発達障害

（その可能性）のある生徒が該当する。以下は DSM-5(2013)に基づく代表的な発達障害の分

類であり，東京都教育委員会（2016）においても，支援対象とする主な発達障害と定義して

おり，実際の学校現場においても在籍している。従来の広汎性発達障害（Pervasive 

Developmental Disorder；PDD）は，自閉症やアスペルガー症候群などを１つの連続体とし

て捉えた概念であったが，DSM-5 では PDD はなくなり ASD が採用されている（図 1）。 

 

・自閉症スペクトラム障害（Autism Spectrum Disorder；ASD） 

コミュニケーションの障害，対人関係・社会性の障害，限局された反復的な行動（常道行動・

こだわり・感覚過敏）などの困難示す様々な状態。 

・注意欠如・多動性障害(Attention Deficit /Hyperactivity Disorder；ADHD） 

不注意（集中できない），多動性（じっとしていられない），衝動的行動（考えるよりも先に

動いてしまう）などの困難を示す様々な状態。 

・限局性または特異的学習障害（Specific Learning Disorder；LD） 

全般的な知的発達の遅れはないが，聞く，話す，読む，書く，計算する，推論することの習

得と使用に著しい困難を示す様々な状態。 

 図 1 児童発達支援・放課後デイサービスのこのこ HPより http://nokonoko.me/ 
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Baron-Cohen(2008)は，発達障害の診断を受ける子どもが増加した一員として，診断概念

や診断基準の変化をあげており，発達障害には連続性があるという見方（健常と障害は連続

するという見方）が，発達障害の存在が疑われる境界例，あるいは発達障害の特徴を有する

健常例を発達障害例に取り組んでしまったことについて指摘しており，川（2018）は発達障

害の診断や判定といったラベリングされた者へ及ぼす不利益について問題点を指摘してい

る。一方で，高等学校の現場教員としては，中学校や保護者連携が十分にとれていない現状

があり，生徒の実態を把握するためのアセスメントツールやスクリーニングツールの必要

性が謳われている。これらのツールを現実化・具体化することができれば，発達障害（その

可能性）のある生徒に対し，学校全体でその方法を考え個別の指導計画や教育支援計画を作

成し，一貫して継続した支援を提供することができるようになる。 
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2-2 発達障害（その可能性）のある生徒の在籍状況とその特性 
 

文部科学省の調査(2022)では，高等学校に進学する発達障害等困難のある生徒の，高等学

校進学者全体に対する割合は約 2.2％であると報告されている。東京都教育委員会の調査

(2016)においても，平成 26・27 年度に都内の幼稚園・保育所等，公立小・中学校及び高校

に対し，通常の学級における発達障害の児童・生徒等の在籍状況や支援の実地を把握するた

めの調査を実施した結果，各学校段階における在籍率は表 1の通りに報告された。また東京

都教育委員会(2017)は発達障害のある生徒の特性を表 2 のようにまとめ教員の理解を啓発

している。しかしながら，高等学校では，障害に応じた「特別の教育課程」の編成に関する

法的根拠がないため，中学校において通級指導学級や固定学級で指導を受けていた生徒に

対して，障害の状態に応じた特別な指導を実施しにくい状況がある。高等学校は，学科や教

育課程が多様である上に，学校ごとに発達障害のある生徒の在籍状況が大きく異なること

から，一律に整備することは難しい。また友人との関係から在籍校で特別な指導・支援を受

けることに抵抗感を示したりする場合もあり，表 2 に示される生徒それぞれの特性や実態

を正確に把握した上で，通常学級の中で指導・支援を行っていく必要がある。 

 

表 1 東京都公立学校における発達障害のある生徒の在籍状況（東京都教育委員会，2016 年） 

 通常学級の生徒数 

(人) 

発達障害と考えられる 

生徒数（人） 

在籍率 

（％） 

幼稚園等 407,258 20,770 5.1 

小学校 552,897 33,661 6.1 

中学校 228,340 11,326 5.0 

高校 計 138,908 3,050 2.2 

高校 全日制 125,425 1,511 1.2 

高校 定時制 13,483 1,539 11.4 
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表 2 発達障害のある生徒にみられる特性（東京都教育委員会，2017 年） 

【学習面における問題】 

・ノートを書くことに時間が掛かる。 

・読みにくい字を書く。 

・ぼんやりしていることが多い。 

・課題を終わらせるのに時間が掛かる。 

・質問に対し、反射的に答えてしまう。 

・興味関心により取組に差が激しい。 

・集中が続かない。 

・他のことに注意がそれやすい。 

・考えなどを人前で発表することが苦手。 

・考えなどを作文で表現することが苦手。 

 

【生活面における問題】 

・整理整頓が苦手。 

・計画的に物事を進めるのが苦手。 

・忘れ物やものの紛失が多い。 

・思い込みや勘違いが多い。 

・静かに座っていることが苦手。 

・全員に対する指示を聞き取るのが苦手。 

・指示が複数に及ぶと聞き漏らしてしまう。 

・準備や後片付けに時間が掛かる。 

・見通しがもてないと不安になりやすい。 

【友人関係における問題】 

 

・場面を読み取るのが苦手。 

・相手の感情などを読み取ることが難しい。 

・他の人の発言などを遮ってしまう。 

・他の人と共同で作業を進めるのが苦手。 

・大勢の前だと緊張しやすい。  

 

【進路指導における問題】 

 

・将来の夢など，自分の思いが表現できない。 

・将来の夢などにイメージがもてない。 

・自分に自信が持てず長所が思いつかない。 

・困ったときにうまく対処できない。 

・考えなどをわかりやすく伝えることが苦手。 
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第３節 高等学校における校内支援体制の課題 
 

3-1 高等学校における校内支援体制に関する現状 
 

 高等学校における SENCO は，学校内の関係者や外部の専門機関との連絡調整役，保護者に

対する相談窓口，担任への支援，校内委員会の運営や推進役といった役割を担っている。主

な SENCO の業務は以下の通りである。 

【校内における役割】 

・校内委員会のために情報取集や準備をする。 

・担任への支援や校内研修の企画運営を行う。 

【外部との関係における役割】 

・外部の関係機関からの情報収集や特別支援学校との連携を行う。 

・医療，福祉機関等への相談をする際，情報収集と連絡調整を行う。 

【保護者・生徒に対する役割】 

・校内の理解啓発のため，保護者や生徒を対象とした通信の企画や発行を行う。 

発達障害のある生徒の実態把握や方策の検討のためには，SENCO を中心とした校内支援体

制を整備して組織的に取り組む必要がある。校内支援体制を整備することで，特別な支援を

必要とする生徒の実態を把握し，教職員の共通理解を図りながら，一人ひとりの生徒に必要

な支援方策を検討することができる。文部科学省の調査(2018)では，都道府県ごとに，a.校

内委員会の設置，b.実態把握の実施，c.SENCO 指名済，d.SENCO 専任率，e.校内研修の実施，

f.個別の教育支援計画の作成（通級以外），g.特別支援教育を行うための体制整備及び必要

な取組等を明らかにした。第２章で調査対象とする都道府県と全国合計について抜粋した

ものを表 3 に示す。a.校内委員会の設置，c.SENCO 指名済みが 90％以上であるにも関わら

ず，SENCO の専任率は著しく低値を示しており，f.個別の支援教育計画の作成は東京都が最

も低値を示しており，g.体制整備及び必要な取組は神奈川県が最も低値を示している。 

表 3 文部科学省（2018）特別支援教育に関する調査結果（一部抜粋） 

 a b c d e f g 

東京 94.8% 89.6 97.9% 20.2% 75.5% 27.7% 39.6% 

神奈川 64.6% 64.6 82.9% 11.5% 51.3% 47.1% 13.9% 

埼玉 100% 78.6 100% 15.9% 77.2% 46.6% 33.8% 

千葉 100% 96.1 100% 10.1% 74.4% 91.7% 57.4% 

山梨 100% 93.5 100% 19.4% 61.3% 31.3% 38.7% 

群馬 100% 92.6 100% 7.4% 41.2% 52.6% 14.7% 

全国 97.4% 95.2 99.1% 22.9% 76.3% 69.7% 47.6% 
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3-2 校内支援体制の整備の遅れ 
 

 校内支援体制の整備に加え，発達障害の生徒を理解し効果的な支援を行うためには，医

療・相談機関等の専門的な視点を学校教育に生かすことや，保護者や生徒に関わる関係機関

との情報を図ることなど，SENCO が窓口となり連絡調整を図ることが求められている。 

発達障害に係る相談を行える医療機関や就労支援機関と連携し，専門的な視点からのア

ドバイスや支援方策の提案を学校教育に生かすことや，中学校・保護者・外部の関係機関等

と連絡を取りながら，生徒にとって必要な情報の共有化を図る必要がある。しかし，これら

多岐にわたる役割すべてを専任ではない SENCO が実現することは難しく，学校における教

育活動全般を通して，外部との窓口を管理職に担ってもらうことも必要である。 

            

特別支援学校                  教職員研修センター      

 センター的機能による支援            校内研修に対する講師派遣   

 生徒の実態把握や支援に関する助言        SENCO 研修 

                                   

 

  高等学校        

                                          

                                           

            

就労支援機関                   療育・医療機関 

支

援 相

談 

支

援 依

頼 

支

援 

相

談 
依

頼 支

援 
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3-3 学校群ごとの支援体制の実態 
 
小学校や中学校では，東京都日野市教育委員会(2013)が示すような通常学級での特別支

援教育の必要性が啓発されている一方で，高等学校においては，特別支援教育や校内支援体

制の整備が進められているとは言い難い状況にある。その背景として，高等学校では権威シ

ステムや統制システムといわれるゼロ・トレランス指導が踏襲されている。「ぶつからず」

「説明しやすい」ことを重視し，生徒指導内規や教務内規にある一定の基準を媒介にして生

徒や保護者と関わっている。これらの高等学校のシステムについて，喜入(2007)や吉田

(2007)は批判的に述べており，杉浦(2014)も高等学校の進路変更指導（転退学状況）につい

て批判している。内野ら(2006)も，高等学校における進級や卒業に関わる単位認定について

特別な配慮はなされておらず，教員の発達障害等に対する理解と専門性の低さを指摘して

いる。藤井ら(2012)や水谷ら(2015)は，高等学校において SENCO が効果的に活用されていな

いことを指摘しており，田口ら(2015)は発達障害や精神疾患のある生徒への対応について，

高等学校の教員は十分に学ぶ機会が提供されていないことを指摘している。2007 年度から

の特別支援教育法制化に伴い，菅野ら(2007)によって発達障害のある生徒への個に応じた

支援と校内・地域連携システムの構築が提言されており，高等学校においても特別支援教育

の推進が求められるようになって久しいが，義務教育段階と比べその校内支援体制は十分

であるとは言い難い。 

 上述の通り、高等学校の特別支援教育と校内支援体制の整備の全般的な遅れが指摘され

る中で，藤原ら(2014)は 4年制大学への進学率を基に「進学校」、「進路多様校」、「非進学校」

の 3つに分けた分析を報告している。その中で，「非進学校」の生徒の課題が特に大きいこ

とを述べている。田口ら(2009)も，低学力校と回答した高等学校では，発達障害やメンタル

ヘルス等に起因する不適応への支援が課題であることを指摘しており，三浦ら(2017)も低

学力と回答した高等学校では発達障害や精神的不調等の支援のニーズが高いことを鑑み，

偏差値 50未満に区分した高等学校への調査を実施している。支援ニーズの高い生徒らは，

中学校生活において，発達障害や精神疾患等に起因する不適応を起こしていた可能性が高

く，内申点が取れず欠席日数が増えてしまった結果，非進学校に入学していることがその原

因として考えられる。また進路多様校と呼ばれる学校群については，様々な課題を内包して

いる課題集中校と呼ばれる学校群や，教員の異動年限が短く設定されている異動促進校と

呼ばれる学校群が存在している（実情は公にはなっていない）。一方で，進学校に着目した

田部(2011)は，私立中高一貫校の進学校について調査報告をしており，校内委員会の設置や

教員研修の実施など，校内支援体制が整備され機能している事例を報告している。 
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第４節 修学（単位修得）における支援体制の課題 
 

 
4-1 高等学校で踏襲され続ける校内内規によるシステム  

 

前節の通り，高等学校における特別支援教育の推進と校内支援体制の整備が進展しない

要因は，教員間（担任教師・教科担当教師）の特別支援教育への理解度や取り組みに大き

な差があることが影響している。橋本(2010)や加茂ら(2013)が指摘するように，思春期・

青年期に発達障害のある生徒が感じている生きにくさへの理解が必要であり，またその支

援についても学校現場は検討の余地があるだろう。Baron-Cohen et al(1985)は，発達障害

者の適応不全につながる症状の一つに心の理論の障害があると報告している。柳楽(2017)

は思春期の発達障害者の一事例を通して，心理的問題の要因および適切な支援の在り方に

ついて検討している。実際に発達障害（その可能性）のある生徒が担任学級にいた場合，

担任教師の特別支援教育に対する理解度や，教科担当教師との連携，それらの取組みによ

って，生徒の学校生活や教科学習，更には卒業後の進路についても大きく左右されてしま

う。高等学校では，教科担当教師によって単位認定や学習評価等において意識の差があ

り，合理的配慮に基づく学習支援がなされないまま，単位未修得となってしまうケースが

ある。高等学校では，教務内規に定められる未修得単位数・未修得科目数によって，進級

条件や卒業条件を満たさない場合，進路変更（転退学）を勧めることになる。さらには，

生活指導内規においても違反を繰り返す生徒は，特別指導を超える扱いとなり、進路変更

（転退学）を勧めることになる。ここに高等学校特有の課題がある。次ページの資料は義

務教育段階にはない，ある高等学校における実際の教務内規(表 1)および生活指導内規(表

2)の一部である。 
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表 1 教務内規 

履修と修得 

「履修」とは決められた時間数以上授業に出席することです。 

 決められた時間とは年間の総授業時間数の４分の３以上です。 

 例）  年間の総授業時数（全国統一の数値） ＝ 単位数 × ３５週 

     体育の場合      ３単位 × ３５週 ＝ １０５時間 

               ７９時間以上の出席で履修は認められる 

「修得」とは履修が認められた上で一定以上の学習成果をあげ、合格点をもらうことで

す。合格点は各科目により異なりますが、一定以上の達成度が必要になります。つまり決

められた時間数以上出席しても、点数がとれない（学習の達成度が各科目の規定に満たな

い）場合、単位は修得できませんし、欠席や遅刻が多く決められた時間数の出席数に満た

ない場合はいくら点数を取っても、単位を修得することはできません。 

未履修（年間授業欠課時数オーバー） 

 欠課時数（各科目の欠課時数で、遅刻３回で欠課１時間として換算）が科目ごとの年間

総授業時数の４分の１を超えてしまった場合、その科目は「未履修」となります。「未履

修」になると、出席時数が足りないため、単位を取得することはできません。 

 ◎単位数ごとの未履修となる時数 

 １単位 ２単位 ３単位 ４単位 

年欠時数 ９ １８ ２７ ３６ 

 

進級条件（１学年から２学年への場合） 

以下の条件を全て満たしていること 

全科目履修の上、次の条件に当てはまる場合に進級を認める。 

①  全科目を修得 

② １科目のみ未修得 

進級条件（２学年から３学年への場合） 

以下の条件を全て満たしていること。 

全科目履修の上、次の条件に当てはまる場合に進級を認める。 

① 未修得科目数が１学年からの通算で２科目以内 

② 未修得単位数が１学年からの通算で６単位以内 

卒業条件 

全科目履修の上、修得単位数が７６単位以上であること。 
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表 2 生活指導内規 

Ａ 個人の行為               指導の目安 

たばこ（電子タバコを含む）    

ライター所持  飲酒  

バイク登校・同乗 

３日以上 

（喫煙同席は校長訓戒以上） 

テストにおける不正行為 ３日以上（試験期間中は継続） 

窃盗 ３日以上 

現金に関しては重大性を加味し進路変

更を前提とする。 

器物損壊 ３日以上 

携帯、頭髪、ピアスの累積 別紙に従う 

無断のアルバイト 副校長説諭 

Ｂ 生徒間の行為              指導の目安 

生徒間のトラブル（実際にお互いに危害を加

えない場合） 

SNS などでの配慮に欠ける発言 肖像権の侵

害などの トラブル 

関係性を整理して和解できるもの に

は生指説諭 

関係性・被害性に応じて校長訓戒以上 

身体的暴力と判断される場合 ７日以上 

いじめ 一方的な力の行使 暴力（被害者が

一方的な苦痛を感じている場合） 

脅し、嫌がらせ 

１４日以上 

性的な暴力 進路変更を勧める 

Ｃ 教員との関係での行為          指導の目安 

SNS などでの教員への軽微なからかい  関係性を整理して、生指説諭 

校内での教員への暴言 指導拒否 単発的、

感情的な発言など 

校長訓戒 

（SNS も含めた）教員へのからかい 誹謗中

傷 継続性や悪質性を判断した上で 

５日以上 

校内での暴力的な言動 継続的に指導を受け

入れない 継続性のあるもの 悪質なもの 

７日以上 
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表 1・表 2のような教務内規や生活指導内規は，多くの学校で踏襲され続けている校内の

内規であり，高等学校ごとに大きな違いはない。第３節でも述べた通り，喜入(2007)や吉田

(2007)はこの内規によるシステムを統制システムや管理システムという言葉を用いて批判

的している。内野ら(2006)も高等学校における進級や卒業に関わる単位認定について特別

な配慮はなされておらず，教員の発達障害等に対する理解と専門性の低さを指摘してきた。  

東京都教育委員会では，これまで東京都発達障害教育推進計画(2016)による取組みによ

り，発達障害等のある生徒への指導や支援を組織として行うよう啓蒙し広めてきてはいる

が，未だ校内内規が重視され，杓子定規に対応する担任教師や教科担当教師が少なくないの

が現状である。また学年部間にも支援に対する意識の差があり，担任教師の経験に基づく指

導が行われているというのが実態である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別支援教育 
校内支援体制 
合理的配慮 
授業 UD 化 

統制（管理） 
システム 

 
教務・生活指導 

校内内規 
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4-2 発達障害（その可能性）のある高校生の抱える困難さ 
 

高等学校の時期においては，思春期・青年期のさまざまな発達課題がみられるようになり，

発達障害のある生徒のニーズは多様で複雑化してくる。学習や行動，対人関係，不安や緊張

による心理状態など幅広い領域にわたって生徒のニーズを探っていく工夫が必要である。 

岡山県総合教育センター（2010）は，発達障害のある生徒の思春期・青年期について次の

ようにまとめている。ASD のある生徒の思春期・青年期の困難さは思春期に入ると認識能

力の高まりにより，自分の特性が友達とは違うことに気付くようになる。また第二次性徴に

よる身体的変化や社会的な活動範囲の広がりなど，様々な変化に直面するようになる。コミ

ュニケーションについてみると，かなり複雑な言語表現ができるようになり，周囲からは十

分なコミュニケーション能力があると見なされるが，言葉の裏の意味や皮肉，冗談などの微

妙な言語理解は苦手なままで，実際の会話では内容を十分に理解できていない。その結果，

不安感を持ちやすく，ときには被害感情を強く持つこともある。学校生活においては，教科

担任制となり，教師による対応の違いが本人の混乱に拍車をかけることもあり，学習内容が

難しくなることも加わり，ストレスから不登校状態になることもある。ADHD のある生徒

の思春期・青年期の困難さは不注意や衝動性を教師や親，友達などから頻繁に注意されたり

嘲笑されたりすることによって生じる劣等感や自己否定的な感情が強まることがある。自

分なりに努力していてもうまくいかないと悩むようになる。LD のある生徒の思春期・青年

期の困難さは，学習面が中心となる。定期考査では，文字の書き間違いや単純な記入ミスで

減点され，結果，期待した点数がとれないだけではなく，「もっと頑張りなさい」「注意して

取り組みなさい」と注意を受けることが続くことも考えられる。また，こつこつと努力して

勉強しても成果が上がらない自分が嫌になることもある。ASD，ADHD，LD，それぞれの

障害特性によって，生徒の思春期・青年期の様子は異なる。しかし，実際には ASD 単独，

LD 単独というように，一つの障害特性だけを示すことは少なく，ASD と ADHD，ASD と

LD など，複数の障害特性を示すことがある。発達障害のある生徒への支援を考える際には，

複合的な困難さを抱える発達障害全般への理解に基づいた支援が必要である。 

また岩波（2020）も，発達障害のある生徒の思春期以降について，しだいに勉強が難しく

なり，様々に対応が追いつかなくなることを指摘している。高等学校では，人間関係も複雑

化し，しぐさや表情から相手の気持ちを読み取れない ASD の生徒は周囲から変わった人と

して扱われ，ADHD の生徒は衝動的で自己中心的な振る舞いが原因で孤立し，思いつきの

発言が多く人間関係を悪化させてしまう。このような困難さが思春期にあたる高校生活で

は生じてくることになる。 
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4-3 発達障害（その可能性）のある生徒への支援の必要性とその特徴 
 
 発達障害（その可能性）のある生徒には全日制普通科であっても特別な支援を要する。

どのように支援したらよいのかわからないでいる担任教師や教科担当教師には，学校全体

でその方法を考え個別の指導計画や教育支援計画を作成し，一貫して継続した支援を提供

するべきであろう。例えば文部科学省が示す特別支援教育のガイドラインでは，通常の学級

に在籍する生徒の学習面や行動面で特別な教育的支援が必要な生徒を早期に気づくための

チェックリストが掲載されている（文部科学省，2004）。このチェックリストのみで障害を

特定できるものではないが，生徒の状態を把握することを目的として作成されたものであ

るから，担任教師や教科担当教師がこのチェックリストを活用し，特別な支援が必要な生徒

であることを理解することも必要であろう。しかしながら，他の生徒との差異を意識してし

まいエンカレッジスクールやチャレンジスクールへの進路変更を促し，専門性の高い先生

に指導を受けたほうがよいのではないかと考えてしまう可能性もある。 

特別支援教育では,「気になる生徒」を判別するだけではなく,「特別な教育的支援が必要

な生徒の実態把握」をふまえて,「学級担任の指導への支援方策を具体化する」ことも重要

であると考えられている。そのため,文部科学省が示す特別支援教育推進のガイドラインで

は,ASD や ADHD,LD の生徒に対する通常学級における実践方法・対応方法を具体的に示して

いる。現在,こうした知見を発展させ「『つまずきのある生徒たち』の困難を解消する」ため

に,「学級・授業バリアフリー化」の方法や,学級のすべての生徒たちにとって「あると便利

な支援」を提供する授業の UD化の方法が検討され,実践現場に広められている(花熊,2011)。

2006 年に採択された障害者権利条約においても，基本的にこうした視点からインクルーシ

ブ教育を進めていくことが必要であると指摘されている。すなわち,障害者権利条約では通

常の学校に通う障害児に対して 「合理的配慮」を行うことが必要とされているが, 日本に

おける「合理的配慮」に関する検討では,通常の学校・学級においてバリアフリー・UDの観

点をふまえた適切な施設を整備することや，一人一人の状態に応じた教材等の確保 (デジ

タル教材,ICT 機器等の利用)が必要であると考えられている。しかし,障害特性に応じた特

別な支援や合理的配慮を提供するだけで，特別支援教育に潜む分離的側面が排除され,イン

クルーシブ授業が創造できるとは思えない。なぜなら,バリアフリーや UD の授業づくりで

紹介されている方法は，あくまでも生徒の学習上の困難さを想定し,それを取り除く方法を

通常学級の中でどのように提供するのかについて検討しているだけのものだからである。 
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4-4 高等学校における発達障害のある生徒への授業方法の検討 
 

松村(2018)は，特別支援教育の支援体制が整備されてくるにつれて，発達障害等のある児

童・生徒の苦手なスキルを補償するだけでなく，得意な力を伸ばすことの必要性について述

べている。高等学校における特別支援教育や，校内支援体制の構築が進展し拡充された場合，

次に取り組むべき課題は教科教育である。高等学校において，教科担当教師が持つ単位認定

の権限は，未だ侵すことのできない聖域である。教科担当教師が発達障害（その可能性）の

ある生徒の特性を理解し，校内委員会や拡大学年会等で共有される情報に基づく個別支援

や，合理的配慮に基づいた学習指導を行うことができれば，単位未修得による転退学のケー

スを減らすことにつながるだろう。教科教育の改善を考えた場合，高等学校の授業において

も，UDに基づく授業を展開していくことが必要となる。新井（2016）が定義する UDに基づ

く授業とは，「教科教育と特別支援教育の融合」であり，「優れた教科の授業から特別支援教

育の視点を導き出す」ことや「全体指導が困難な子への個別指導の方法や教科の補充指導の

システムを特別支援教育の研究成果に学ぶ」ことによって，両者を別物ではなく連続的なも

のとして捉えることとしている。筆者が教科担当をしてきた発達障害のある生徒の多くが

その障害特性から，他者とのディスカッションやディベート等のグルーワーク活動にうま

く参加できていなかった経験がある。井出（2022）は ASD のある生徒が学校での討論形式の

授業に苦手意識があり，友人の話している内容が理解できないこと，友人の発言に不安を感

じてしまうことについて事例を紹介している。米田ら（2019）も ASD のある生徒について認

知的共感を欠いていることが多いため，他人に共感することが困難であることを指摘して

いる。ASD の青年，社会性の発達に偏りがあり（Wing & Attwood,1987）,また孤独感を抱き

やすく，社会的なつながりを形成する意欲やスキルが育ち難く，友達関係を豊かにすること

が困難であるとされている（Williams & Asher,1992;Bauminger,2002）。こうした現況を踏

まえると，他者とのグループワーク活動を UD や個別支援とともに単元に取り入れ，発達障

害のある生徒の「思考力・判断力・表現力」ならびに「学びに向かう力」を伸ばすことので

きる単元開発が，教科教育として取り組むべき今後の発展的な課題となる。 

新井（2016）のいう UDに基づく授業展開を高等学校の教科教育における一つの道筋であ

ると考えた場合，単に視覚的な支援や，板書や教室提示の工夫といった提示の多様化のみを

もって授業の UD 化が実現できたとは考えにくく，反応・表出・参加といった枠組みをも含

めた全体へのアプローチが不可欠である。「勉強の進んでいる生徒」と「遅れている生徒」

という区別された生徒がいることを前提にして，生徒に合わせた課題を出すという考え方

は，結局のところ学習の進んでいる生徒と遅れている生徒に異なる指導内容が提供されて
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いることになる。UD の授業づくりは他の生徒との差異を明確にし，それを可能な限り平準

化するための方法であるため，指導の画一化であると批判されるが，これらを踏まえれば，

「差異の明確化から特別支援の提供へ」という道筋で実践を考えるのではなく，「差異を承

認し共同する授業づくり」の方法を検討しなければならない（新井，2016）。現在，日本の

高等学校において，合理的配慮に基づいた学習指導や UD の授業実践，アセスメントやスク

リーニングを基に個別支援等を実施している学校はほとんどなく研究野として未開である。 

 

4-5 授業（グループ学習）方法の検討（焦点化） 
 
 前節までの議論をふまえると,「差異の明確化から特別支援の提供へ」という道筋で実践

を考えるのではなく,「差異を承認し,共同する授業づくり」の方法を検討しなければならな

いだろう。現在の特別支援教育研究がこうした課題を解決できていない理由の一つとして，

生徒理解や実践方法のモデルがあまりにも認知や行動に偏重しているからではないかと考

えられる。たとえば，インクルーシブ教育の重要な実践形態の一つとされている協同学習に

関する研究の中には，応用行動分析学の概念である「集団随伴性」という点から検討してい

るものがある。そこでは,「互恵的な相互依存関係」を形成するために,互いに協力し合い，

助け合い，支え合う「課題 (目標)の設定」 が重要であると指摘されている(涌井,2014)。 

これは,簡単に言えば,「協同で学ぶことに困難がある生徒」に対して，相互に助け合うこと

を「課題」にして指導するというアプローチである。こうした行動主義的なアプローチは困

難に対する指導の方法がとてもわかりやすく,指導の結果も見えやすいものとなる。一方,

アメリカで議論されている協同学習では,もう少し違った文脈で議論されている。たとえば,

「税金 (tax)」について学習する場面では,「お金 (money)」や「支払うこと (pay)」につ

いて学習するというように,学習困難児も授業に参加できるように，内容を広げて授業を展

開する工夫をしている。また,この学習では「何も言わずにあなたのお金が取られたら,あな

たはどのような気持ちになりますか?」といった感情的な問いを立て,多くの生徒たちが話

し合いに参加できるようにする工夫も例示されている(Murawski,W.and Spencer,S.2011)。

このように,アメリカの協同学習論では，生徒の集団参加の困難を改善するために指導課題

を設定するという発想ではなく，学校や教室で「修正されたカリキュラム(modified 

curriculum)」を生み出すことで多くの生徒が協同して学習に取り組めるようにすることが

求められている。そして,こうした実践を展開するためには,認知面や行動面ばかりでなく,

社会・情緒的側面にも着目した授業を展開することが必要である。その際，課題に対する社

会的な見方・考え方を焦点化し提示することで，コミュニケーションが苦手でグループ活動

にうまく参加できない生徒であっても，自身の意見を表明しやすくすることができるよう
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に授業内の工夫をしていく必要がある。 

 

4-6 授業（グループ学習）方法の検討（構造化） 
 

梅永（2009）は構造化による自閉症の人たちへの支援を提唱し，TEACCH プログラムを紹

介している。TEACCH とは，Treatment and Education of Autistic and related 

Communication handicapped Children の頭文字をつなげたもので，アメリカノースカロラ

イナ州で実施されている自閉症者に対する早期診断から成人期の就労や余暇活動に至る包

括的なプログラムを意味する。TEACCH プログラムでは，「構造化」による指導に基づく教育

が行われる。効果として，①混乱を減少させ，②自立した行動を増やし，③問題行動をなく

し，➃柔軟性を広げることが挙げられる。岩波（2020）が述べた通り,高等学校では，人間

関係も複雑化し，しぐさや表情から相手の気持ちを読み取れない ASD の生徒は周囲から変

わった人として扱われ人間関係を維持できずに悪化させてしまう。グループ学習において，

「文脈に基づいて理解することができない」「自部のニーズを示したり，嫌なことを拒否し

たりすることをうまく表現できない」「話題が限られている」「話を続けられない」「質問ば

かりする」などのコミュニケーションの問題を解決するためには，視覚的に構造化した場面

を作ったり，決まりきったパターンで学習したりすることで指導が可能となる。議論を展開

していく場合には，話し合う議題の順番を視覚的に提供することも効果的である（梅永，

2009）。Scopler,E（1971）は，構造化された指導と構造化されていない指導を 2 週間ずつ

行って教育効果（活動への参加，適切なコミュニケーション，問題行動の減少）を検討し，

教育方法を構造化すれば学習面や行動面で改善がみられることを確認した。内山（2006）

は，構造化とは個々の子どもの自閉症特性を理解した上で，その子どもが理解しやすい環境

を設定するための工夫であるとしている。これらを踏まえて，授業における進行や，生徒自

身が思考・判断・表現する順番を教材（配布するプリント）に視覚的に構造化しておくこと

で，混乱を減少させ，自立した行動を増やし，問題行動をなくし，柔軟性を広げることが可

能となる。 
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第５節 本研究について 
 

5-1 本研究の目的 
 
以上のことから，本研究では，実際の高等学校における発達障害（その可能性）のある生

徒の課題について，質問紙調査を通して般化していくとともに，実際に授業を受け持つ生徒

に対して実施するスクリーニング項目や実践する授業方法について検討する。 

学校現場に対して，心理的なアプローチによる研究を行ってきた近藤（1996）は，「臨床

的」な方法を「ものごとが起こっているありさまを遠くから眺めて頭の中だけで理屈で考え

るのではなく，ものごとがおこっている現場にできるだけ近づき，入り込み，そこで起こっ

ていることがらを丁寧に観察したり問題解決に具体的に関わったりしながら考えていく」

ものと説明している。松渕（2002）は，1990 年代の学級崩壊，家庭の教育力低下，校内暴

力，不登校等の問題に対し，現場教員が臨床心理学の援助を仰ぐべき時に来ていると指摘し

た。日本では 2000 年前後に「学校臨床」をはじめとする「臨床」を関した多くの学問領域

が生み出された。このうち「教育臨床学」について，教育社会学者の清水（2003）は一人ひ

とりの子どもや教師の心を丁寧に見つめる臨床心理学，それをより広い社会的文脈の中で

みつめる教育社会学，それら全体を教育という営みと関係させて考える教育学という三つ

の分野から形成されるトライアングルのちょうど中心に位置する学際的な分野と説明して

いる。また近藤（2010）は学校という具体的な空間を考究対象として明確に定めることのメ

リットについて，「一つひとつの学校を対象にそこではどのように問題が発生しているかを

具体的に探究することに集中できるし，その問題を解決するために誰がどのような介入を

行うかについても具体的な探究ができる」という点を挙げている。教育臨床学は，教育現場

において生じる問題およびその背景，教育現場における心理社会的課題および必要な支援

について理解を深め，援助方法・技法を提供する学問である（庄司，2004）。 

発達障害のある生徒がその特性ゆえに，人と関わりたくても関われない，関わったとして

も理解される難しさを抱えて生きていることを考えると，その生徒の周辺にいる人々が彼

らを理解し尊重しようとする意欲がなければ，学校生活を意義あるものにするのは難しい

だろう。そのためにも学校は，生徒の発達段階を捉え，対人関係も含めた包括的なスクリー

ニングやアセスメントをすることが求められる。 

以上のことから、本研究では，発達障害のある生徒の抱える修学や友人関係の困難さに則

した教育実践を行い，高等学校における発達障害（その可能性）のある生徒の修学支援に関

して，教育臨床学的に検討することを目的とする。 
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5-2 本研究の構成 
 
 前述のことを明らかにするため，本研究は２部構成にて 7つの章（7 つの研究）を進める。 

 

第 1 部 調査研究 

第一部（研究Ⅰ） 

高等学校の特別支援教育コーディネーターに対する質問紙調査を実施する。校内支援体

制，教員協力体制，保護者や中学校との連携について，学校種・風土・偏差値帯等で分けた

学校群ごとの差異について明らかにしその特徴をまとめる。 

第二部（研究Ⅱ） 

高等学校の特別支援教育コーディネーターの記述回答を質的に検討し，生活面と学習面

における問題（注意欠如多動症傾向：ADHD 傾向）のある生徒のケース，対人関係におけ

る問題（自閉症スペクトラム症傾向：ASD 傾向）のある生徒のケースについて，その要因

構造を明らかにする。 

第三部（研究Ⅲ） 

公民科担当教師に質問紙調査を実施する。授業における教材のユニバーサルデザイン化，

個別支援，生徒の実態に合わせた指導と評価について，学校種・風土・偏差値等で分けた学

校群ごとの差異について明らかにしその特徴をまとめる。 

第四部（研究Ⅳ） 

学校長に対する質問紙調査を実施する。校内支援体制，教員協力体制，保護者や中学校と

の連携，授業における教材のユニバーサルデザイン化，個別支援，生徒の実態に合わせた指

導と評価について，学校種・風土・偏差値等で分けた学校群ごとの差異について明らかにし

その特徴をまとめる。 

第五部（研究Ⅴ） 

高等学校の教科教育を行うにあたって事前に実施するスクリーニング項目について検討

する。修学の困難さ（ＡＤＨＤ傾向）尺度，友人関係の困難さ（ＡＳＤ傾向）尺度の得点が

高い生徒がどのような複合的困難さを併せ持っているのかを明らかにする。 

 

第 2 部 実践研究 

第六部（研究Ⅵ） 

 保護者の同意が得られた 40名（１クラス）を対象に，研究Ⅴで検討したスクリーニング

項目の実践を行い，実際の学校現場で活用できるツールであるか評価・検討する。 
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第七部（研究Ⅶ） 

保護者の同意が得られた 40 名（１クラス）を対象に，発達障害のある生徒が苦手とする

他者とのグループ学習についてその方法を検討する。発達障害のある生徒は，その認知的偏

りや社会・情緒的偏りが要因となり，他者と議論し合意形成する学習活動にうまく参加でき

ないという課題に対し，議題に対する社会的な見方・考え方をあらかじめ二項対立軸で提示

し意見表明をしやすい環境を整えた上で，グループワークを通して他者と合意形成する学

習過程を設定する。 

 

以上の研究を実施した上で，総合的に考察し，研究で明らかになった点と今後の課題につい

てまとめる。 

 

 

 
 
 

 
 
 
 
 

研究Ⅰ・研究Ⅱ 
特別支援教育 

コーディネーター 

研究Ⅲ 
教科担当教師 

研究Ⅳ 
学校長 

研究Ⅴ 
全国調査 

調査研究 
現在の学校現場の 

実態把握 

研究Ⅵ 
スクリーニング 

研究Ⅵ 
授業実践 
（公民科） 実践研究 

発達障害のある生徒に

即した授業および評価

等支援方法の検討 
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【本論 第１部 調査研究】 
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第一章 研究Ⅰ  

発達障害（その可能性）のある生徒への校内支援体制に関

する調査研究 
 

第１節 目的 
 

 第零章で述べた通り，高等学校の特別支援教育と校内支援体制の整備の全般的な遅れが

指摘される中で，藤原ら(2014)は，「非進学校」の生徒の課題が特に大きいことを述べてい

る。田口ら(2009)も，低学力校と回答した高等学校では，発達障害やメンタルヘルス等に起

因する不適応への支援が課題であることを指摘しており，三浦ら(2017)も発達障害や精神

的不調等の支援のニーズが高いことを踏まえ，偏差値 50 未満に区分した高等学校への調査

を実施している。一方で，進学校に着目した田部(2011)は，私立中高一貫校の進学校につい

て調査報告をしており，校内委員会の設置や教員研修の実施など，校内支援体制が整備され

機能している事例を報告している。 

これらの先行研究を基に本章では，進学率や偏差値に限定することなく調査を行う。包括

的に高等学校の現況をとらえることを目的とし，高等学校における特別支援教育や校内支

援体制に関する調査研究を進める。これは，高等学校全体の課題解決に資すると考え，各高

等学校の SENCO に対し，所属校における特別支援教育と校内支援体制に関する現況調査を

実施した。 
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第２節 方法 
 

１ 調査対象の抽出 

 標本抽出方法として，本研究では二段抽出法を採用した。一都五県(東京都・神奈川県・

千葉県・埼玉県・山梨県・群馬県)の公私立高等学校普通科について，第一抽出として，共

学校・男子校・女子校の 3つの学校種に分けて，それぞれナンバリングを施した。その後，

乱数表を用いて単純無作為抽出を行い，1,028 校を抽出した。次に，第二段抽出として，抽

出された学校の各偏差値の有無及び偏差値域(40 未満・40-50 以下・51-60 以下・60-69 以

下・70以上)に分けて，それぞれナンバリングを施した。その後，乱数表を用いて単純無作

為抽出を行った。上記二段抽出法により，標本学校数を 500 校とした。 

 

２ 手続き 

 選出された学校宛に 2019 年の 7月から 9月にかけて，調査用紙を郵送し，各校の特別支

援教育コーディネーターへの回答を依頼し，162 校からの回答を得た(回収率 32.8%)。質問

項目は以下の通りである。 

（１）フェイスシート（属性） 

所在地 

設置種 

学校形態 

4 年制大学への進学率 

入学時偏差値 

SENCO の研修受講歴について 

SENCO の職務に対する自己評価 

校内の風土や雰囲気 

特別支援教育に熱心な担任の割合 

 

（２）特別支援教育と校内支援体制の現況（18項目） 

調査内容は，伊藤(1997)が教育相談係に対して行った調査項目を参考に，所属校における

特別支援教育と校内支援体制の現況，SENCO の意欲，保護者や生徒の出身中学校との連携，

SC や SSW などの専門職支援者との連携に関する質問 18項目とした。尚，回答は「1.まった

くあてはまらない」「2.あてはまらない」「3.どちらともいえない」「4.あてはまる」「5.とて

もあてはまる」の 5件法で行った。 
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３ 分析方法 

 ２（１）・２（２）の選択式質問項目の回答については，HADver.15（小宮ら，2018）を用

いて量的分析を行った。 

 

４ 倫理的配慮について 

 調査の依頼状において，本研究への協力と質問紙への回答は自由意志であること，得られ

た情報は研究の目的以外に使用しないこと，個人・学校が特定されないことを明記した。本

研究の発表については，各校の SENCO から承諾を得た上で，個人情報に十分留意し倫理的配

慮を行った。なお本研究は東京学芸大学研究倫理委員会の承認(152)を得たものである。 
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第３節 結果 
 

１ フェイスシート（属性） 

回答のあった 162 校の SENCO のうち，フェイスシート項目に記入漏れのあった 1 名を除

外し，有効回答数を 161 とし表 1を作成した。所在地は東京都からの回答（26.7%），設置種

は国公立学校からの回答（83.9%），学校形態は共学校からの回答（91.3％）が最も多かった。

藤原ら（2014）が示した 4年生大学への進学率では，進路多様校からの回答（49.1％）が最

も多かった。偏差値では 40～49 の学校群からの回答（36.6％）が最も多かったが，偏差値

による学校群の大きな偏りは見られなかった。 

研修受講歴では，連絡協議会に加えスキルアップ研修を受けていると回答した SENCO は

51.6％と最も多く，地区の連絡協議会にほとんど参加していると回答した SENCO（25.5％）

も合わせると 77.1％となり，本調査の回答者は研修会への参加率が高いことが明らかにな

った。職務に対する自己評価は，「自信はないが前向きに SENCO の職務に取り組めている」

と回答した SENCO（64.0%）が最も多く，校内の風土や雰囲気は，「多様な問題に対しそれぞ

れの教員が前向きに取り組んでいるが協力体制は弱いと感じる」と回答した SENCO（55.9%）

が最も多かった。また，特別支援教育に熱心な担任の割合については，20%未満と回答した

SENCO が最も多かった。これらのことから，本調査に協力してくれた回答者は，校内の協力

体制が脆弱であり，特別支援教育に熱心な教員が少ないながらも，前向きに SENCO 業務に対

峙している方々が多いことが推測できる。本調査の回収率は低かったが，特別支援教育に対

し興味・関心・責任感の高い SENCO 群が本調査に協力をしてくれたことを考慮していくこと

にする。 
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表 1 対象者の基本的属性 

 

 

 

 

 

 

 

東京 神奈川 埼玉 千葉県 山梨県 群馬県 計

所在地 43 13 32 44 7 22 161

26.7% 8.1% 19.9% 27.3% 4.3% 13.7% 100%

国公立学校 私立学校 計

設置種 135 26 161

83.9% 16.1% 100%

男子校 女子校 共学校 計

学校形態 6 8 147 161

3.7% 5.0% 91.3% 100%

非進学校 進路多様校 進学校 計

進学率 34 79 48 161

21.1% 49.1% 29.8% 100%

40未満 40～49 50～59 60～69 70以上 計

偏差値 18 59 50 27 7 161

11.2% 36.6% 31.1% 16.8% 4.3% 100%

スキルアップ研修 連絡協議会 参加できていない 計

研修受講歴 83 41 26 11 161

51.6% 25.5% 16.1% 6.8% 100%

自信あり 前向き 不安 計

18 103 40 161

11.2% 64.0% 24.8% 100%

協力体制強い協力体制弱い協力体制ない 計

校内風土 67 90 4 161

41.6% 55.9% 2.5% 100%

20％未満 20.1～40% 40.1～60 60.1～80 80.1～100 計

クラス担任熱意 75 31 28 8 19 161

46.6% 19.3% 17.4% 5.0% 11.8% 100%

職務に対する
自己評価

連絡会がない

コーディネーター不在



32 
 

２ 選択式質問 18項目 

 

 回答のあった 162校の SENCO のうち，選択式質問項目に記入漏れのあった 1名を除外し，

有効回答数を 161 とし，各質問項目の平均および標準偏差を算出し，表 2を作成した。表 2

では，「Q4 発達障害・精神疾患(疑いを含む)について，医学的・心理教育的な知識を学ぶ研

修に参加したいと思う」，「Q5 発達障害・精神疾患(疑いを含む)のある生徒に対応するため

の技術について研修を受けたいと思う」の質問項目の平均値が 4.0 以上であり，本調査の回

答者は研修意欲の高い SENCO が多いと推測できる。また「Q11 校内の多くの教員は，SC や

SSW など，専門職支援者の必要性を感じている」の質問項目も平均が 4.0 以上であった。こ

れは，教員だけでは対応できないケースを抱えている学校が多いこと，もしくは専門職支援

者しか頼れないという状況を示している可能性がある。一方で，「Q9 校内の多くの教員は，

発達障害・精神疾患(疑いを含む)のある生徒の支援に関する研修を受けたいと思っている」

の質問項目は平均が 2.99 と 3.0 を下回った。これは，SENCO が，多くの教員の研修意欲が

低いと感じていることを示している。また，「Q18 特別支援教育の対象となる生徒の多くは，

出身中学校からの引継ぎがある」の質問項目も 2.70 と 3.0 を下回っており，中学校との連

携についても十分ではないと感じていることを示している。ただし，この項目については標

準偏差が 1.13 と最も大きいことから，学校間で差がみられることに留意しておきたい。 
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表 2 特別支援教育と校内支援体制の現況（18項目）平均・標準偏差 

 

 

 

 

 

質問内容 平均 標準偏差

Q1
校内の発達障害・精神疾患（疑いを含む）のある生徒についてケース会議
を開催している。

3.63 1.16

Q2
発達障害・精神疾患（疑いを含む）のある生徒に関する教員向け校内
研修会を，スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーなどの
専門職支援者と協力して開催している。

3.54 1.29

Q3
特別支援教育コーディネーターの職務内容である，管理職との連絡調整役
や，校内支援体制づくりに苦労している。

3.45 1.06

Q4
発達障害・精神疾患（疑いを含む）について，医学的・心理教育的な知識
を学ぶ研修に参加したいと思う。

4.18 0.76

Q5
発達障害・精神疾患（疑いを含む）のある生徒に対応するための技術につ
いて研修を受けたいと思う。

4.17 0.78

Q6
発達障害・精神疾患（疑いを含む）について高度な知識や技術が学べる研
修会や関連学会（有料）に参加したいと思う。

3.68 1.01

Q7
発達障害・精神疾患(疑いを含む)のある生徒へのキャリア教育の進め方に
関する研修を受けたいと思う。

3.94 0.91

Q8
校内の多くの教員は，発達障害・精神疾患（疑いを含む）のある生徒への
支援について，前向きに取り組んでいる。

3.38 0.83

Q9
校内の多くの教員は，発達障害・精神疾患（疑いを含む）のある生徒の
支援に関する研修を受けたいと思っている。

2.99 0.76

Q10
校内の多くの教員は，合理的配慮に基づいた学習指導を行い，発達障害・
精神疾患（疑いを含む）のある生徒に対し，単位を修得させる工夫を
している。

3.37 0.91

Q11
校内の多くの教員は，スクールカウンセラーやスクールソーシャル
ワーカーなど，専門職支援者の必要性を感じている。

4.02 0.82

Q12
発達障害・精神疾患（疑いを含む）のある生徒への指導について，
担任学年では話し合いが持たれている。

3.93 0.85

Q13
発達障害・精神疾患（疑いを含む）のある生徒が不登校や転退学などの
問題に陥った場合，担任を進んでサポートする教員が多いと感じる。

3.40 0.89

Q14
発達障害・精神疾患（疑いを含む）のある生徒の様子について，授業
担当者（担任学年の教員以外）からも情報交換が行われている。

3.68 0.88

Q15
発達障害・精神疾患（疑いを含む）のある生徒へのキャリア支援は，
保護者や進路指導部と連携して行われている。

3.09 0.99

Q16 管理職は特別支援教育に理解があり積極的である。 3.72 0.99

Q17 特別支援教育の対象となる生徒の保護者と上手く連携がとれている 3.41 0.84

Q18
特別支援教育の対象となる生徒の多くは，出身中学校からの引継ぎ
がある。

2.70 1.13
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３ 分析結果  
 

 表 1・表 2から，本調査に回答した SENCO は，研修参加率や研修意欲，加えて前向きに業

務に取り組んでいる割合が高いことがわかった。そこで，選択式質問 18 項目のうち SENCO

の意欲に関する質問項目である「Q4 発達障害・精神疾患(疑いを含む)について，医学的・

心理教育的な知識を学ぶ研修に参加したいと思う」「Q5発達障害・精神疾患(疑いを含む)の

ある生徒に対応するための技術について研修を受けたいと思う」「Q6発達障害・精神疾患(疑

いを含む)について高度な知識や技術が学べる研修会や関連学会(有料)に参加したいと思う」

「Q7 発達障害・精神疾患(疑いを含む)のある生徒へのキャリア教育の進め方に関する研修

を受けたいと思う」の 4項目を除き，校内支援に関する 14項目について因子分析(最尤法，

プロマックス回転)を行った。その結果，「Q3 SENCO の職務内容である管理職との連絡調整

役や校内支援体制づくりに苦労している」は，どの因子にも負荷量が小さかったので，この

項目を省く 13項目で再度因子分析を行った結果，以下の 4因子が抽出された(表 3)。 

第 1 因子は，「Q13 発達障害・精神疾患(疑いを含む)のある生徒が不登校や転退学などの

問題に陥った場合，担任を進んでサポートする教員が多いと感じる」「Q12 発達障害・精神

疾患(疑いを含む)のある生徒への指導について，担任学年では話し合いが持たれている」

「Q14 発達障害・精神疾患(疑いを含む)のある生徒の様子について，授業担当者(担任学年

の教員以外)からも情報交換が行われている」「Q11校内の多くの教員は，SCや SSW など，専

門職支援者の必要性を感じている」「Q16 管理職は特別支援教育に理解があり積極的である」

など校内の支援体制を意味する 5項目は＜校内支援体制＞因子と命名した。 

第 2 因子は，「Q8校内の多くの教員は，発達障害・精神疾患(疑いを含む)のある生徒への

支援について，前向きに取り組んでいる」「Q9校内の多くの教員は，発達障害・精神疾患(疑

いを含む)のある生徒の支援に関する研修を受けたいと思っている」「Q10 校内の多くの教員

は，合理的配慮に基づいた学習指導を行い，発達障害・精神疾患(疑いを含む)のある生徒に

対し，単位を修得させる工夫をしている」など教員の協力体制を意味する 3項目は，＜教員

協力体制＞因子と命名した。 

第 3 因子は，「Q17 特別支援教育の対象となる生徒の保護者と上手く連携がとれている」

「Q18 特別支援教育の対象となる生徒の多くは，出身中学校からの引継ぎがある」「Q15 発達

障害・精神疾患(疑いを含む)のある生徒へのキャリア支援は，保護者や進路指導部と連携し

て行われている」など，保護者や生徒の出身中学校との連携を意味する 3項目は＜保護者・

中学校連携＞因子と命名した。 

第 4 因子は，「Q1 校内の発達障害・精神疾患(疑いを含む)のある生徒についてケース会議



35 
 

を開催している」「Q2 発達障害・精神疾患(疑いを含む)のある生徒に関する教員向け校内研

修会を，SC や SSW などの専門職支援者と協力して開催している」など，専門職支援者と連

携してケース会議等を開催していることを意味する 2 項目は，＜専門職支援者連携＞因子

と命名した。 

抽出された 4 因子のα係数は，＜校内支援体制＞因子と＜教員協力体制＞因子は.700 以

上であり十分に高い値になった。＜保護者・出身中学校連携＞因子と＜専門職支援者連携＞

因子についても.600 以上であった。因子間相関は Table 4 の通りであり，水本ら(2008)が

示す検定（分析）の種類ごとに見る代表的な効果量の指標と大きさの目安から，各因子それ

ぞれが中(Medium)から大(Large)の相関があると判断した。 
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項目 Factor1 Factor2 Factor3 Factor4 共通性

Q13
発達障害・精神疾患（疑いを含む）のある生徒が不登校や
転退学などの問題に陥った場合，担任を進んでサポートす
る教員が多いと感じる。

.849 .162 -.168 -.125 .706

Q12
発達障害・精神疾患（疑いを含む）のある生徒への指導に
ついて，担任学年では話し合いが持たれている。

.732 -.207 .076 .156 .525

Q14
発達障害・精神疾患（疑いを含む）のある生徒の様子につ
いて，授業担当者（担任学年の教員以外）からも情報交換
が行われている。

.686 -.037 .057 .013 .490

Q11
校内の多くの教員は，スクールカウンセラーやスクール
ソーシャルワーカーなど，専門職支援者の必要性を感じて
いる。

.335 .086 .066 -.006 .195

Q16 管理職は特別支援教育に理解があり積極的である。 .296 .200 .244 .077 .461

Q8
校内の多くの教員は，発達障害・精神疾患（疑いを含む）
のある生徒への支援について，前向きに取り組んでいる。

.047 .841 -.073 .069 .735

Q9
校内の多くの教員は，発達障害・精神疾患（疑いを含む）
のある生徒の支援に関する研修を受けたいと思っている。

-.086 .684 .070 -.026 .435

Q10
校内の多くの教員は，合理的配慮に基づいた学習指導を行
い，発達障害・精神疾患（疑いを含む）のある生徒に対
し，単位を修得させる工夫をしている。

.119 .417 .240 .033 .485

Q17
特別支援教育の対象となる生徒の保護者と上手く連携がと
れている

.003 -.031 .701 .091 .530

Q18 特別支援教育の対象となる生徒の多くは，出身中学校から
の引継ぎがある。

-.073 .048 .602 -.129 .303

Q15
発達障害・精神疾患（疑いを含む）のある生徒へのキャリ
ア支援は，保護者や進路指導部と連携して行われている。

.234 .034 .413 -.084 .326

Q1
校内の発達障害・精神疾患（疑いを含む）のある生徒につ
いてケース会議を開催している。

-.086 -.003 -.007 1.035 1.000

Q2

発達障害・精神疾患（疑いを含む）のある生徒に関する教
員向け校内研修会を，スクールカウンセラーやスクール
ソーシャルワーカーなどの専門職支援者と協力して開催し
ている。

.241 .099 -.147 .455 .334

因子寄与 3.84 3.42 2.93 2.16
α係数 .777 .760 .601 .667

表 3 因子分析結果 

表 4 因子間相関 
校内支援
体制因子

教員協力
体制因子

保護者・
中学連携因子

専門職支援者
連携因子

校内支援
体制因子

1.000 .708 .580 .412

教員協力
体制因子

.708 1.000 .576 .301

保護者・
中学連携因子

.580 .576 1.000 .419

専門職支援者
連携因子

.412 .301 .419 1.000
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２ クラスター分析 

 

表 3・表 4の 4因子を用いて，Ward 法によるクラスター分析を行ったところ，4つのク

ラスターを抽出することができた(表 5)。これら 4つのクラスターを図 1に示す。クラス

ター1(56 名)は，＜校内支援体制＞因子・＜教員協力体制＞因子・＜保護者・中学校連携

＞因子・＜専門職支援者連携＞因子すべてがプラス値であり，校内支援が拡充されている

学校群であるといえる。クラスター2(47 名)は，＜校内支援体制＞因子・＜教員協力体制

＞因子・＜保護者・中学校連携＞因子はマイナス値であるが，＜専門職支援者連携＞因子

はプラス値であり，SENCO もしくは担任が SC や SSW といった専門職支援者と連携している

学校群であるといえる。クラスター3(46 名)は，＜校内支援体制＞因子・＜教員協力体制

＞因子・＜保護者・中学校連携＞因子・＜専門職支援者連携＞因子すべてがマイナス値で

あり，校内支援が不十分である学校群であるといえる。クラスター4(47 名)は，＜校内支

援体制＞因子・＜教員協力体制＞因子・＜保護者・中学校連携＞因子はプラス値である

が，＜専門職支援者連携＞因子はマイナス値であり，専門職支援者との連携をせず校内支

援を行っている学校群であるといえる。 
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表 5 クラスター分析結果 

クラスタ 所属数
因子1
校内支援
体制因子

因子2
教員協力
体制因子

因子3
保護者・

中学校連携因子

因子4
専門職支援者
連携因子

1 56 0.788 0.780 0.653 0.732

2 47 -0.327 -0.340 -0.250 0.428

3 46 -0.747 -0.761 -0.806 -0.919

4 12 0.468 0.607 1.021 -1.569

クラスターの特徴 （得点は標準化得点) 

-2

-1.5

-1

-0.5

0

0.5

1

1.5

1 2 3 4

因子１
因子２

因子３
因子４

32

図 1 クラスター分析結果 
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３ χ²検定（独立性の検定）および残差分析 

 

表 5 および図 1 で示した各クラスターと SENCO 属性との間に関連があるかを検討するた

め，フェイスシートの各項目についてχ²検定（独立性の検定）および残差分析を行った。

結果を表 6 に示す。はじめに，各クラスターと SENCO の研修受講歴との間に関連があるか

検討するため，χ²検定を行ったところ，両者の間に有意な関連が見られた（χ²（9, 

n=161)=20.74,p<.05）。残差分析の結果，クラスター1 の SENCO は，コーディネーター連絡

会にほとんど参加している（p<．005）人数が有意に多く，クラスター3 の SENCO は研修会

にはほとんど参加していない（p<.005）人数が有意に多かった。 

SENCO の職務に対する自己評価との間に関連があるか検討するため，χ²検定を行ったと

ころ，両者の間に有意な関連が見られた（χ²（6, n=161)=13.40,p＜.05）。残差分析の結果，

クラスター1の SENCO は，自信はないが前向きにとりくんでいる（p<.005）人数が有意に多

く，クラスター2の SENCO は，自信をもって職務を行っている（p<.005）人数が有意に多か

った。 

校内の風土・雰囲気との間に関連があるか検討するため，χ²検定を行ったところ，両者

の間に有意な関連が見られた（χ²（6, n=161)=44.10,p<.001）。残差分析の結果，クラスタ

ー1の学校は，多様な問題に対し教員が一丸となって取り組む風土や雰囲気がある（p<．001）

学校数が有意に多く，多様な問題に対しそれぞれの教員が前向きに取り組んでいるが協力

体制は弱いと感じる（p<.001）学校数が有意に少なかった。クラスター2の学校は，多様な

問題に対し教員が一丸となって取り組む風土や雰囲気がある（p<.001）学校数が有意に少な

く，多様な問題に対しそれぞれの教員が前向きに取り組んでいるが協力体制は弱いと感じ

る（p<.001）に分類される学校数が有意に多かった。クラスター3の学校は，多様な問題に

対し教員が一丸となって取り組む風土や雰囲気がある（p<.001）学校数が有意に少なく，多

様な問題に対しそれぞれの教員が前向きに取り組んでいるが協力体制は弱いと感じる

（p<.001）学校数が有意に多かった。 

特別支援教育に熱心な担任の割合区分との間に関連があるか検討するため，χ²検定を行

ったところ，両者の間に有意な関連が見られた（χ²（12, n=161)=38.97,p<.001）。残差分

析の結果，クラスター1の学校は，特別支援教育に熱心な担任が 80％以上（p<.001）の学校

数が有意に多く，特別支援教育に熱心な担任の割合が 20％未満（p<.001）の学校数が有意

に少なかった。クラスター3の学校は特別支援教育に熱心な担任の割合が 80％以上（p<.001）

の学校数が有意に少なく，特別支援教育に熱心な担任の割合が 20％未満（p<.001）の学校

数が有意に多かった。 
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最後に，偏差値との間に関連があるか検討するため，χ²検定を行ったところ両者の間に

有意な関連が見られた（χ²（12, n=161)=28.70,p<.005）。残差分析の結果，クラスター1の

学校は偏差値 40 未満（p<.005）の学校数が有意に多く，クラスター3の学校は偏差値 70 以

上（p<.005）の学校数が有意に多かった。なお，進学率との間に有意な関連は見られなかっ

た（χ²（6, n=161)=7.98,n.s）。 

 

 

 

 

 

表 6 χ²検定（独立性の検定）および残差分析結果まとめ 

参加

なし

参加回

数半分

以下

参加回

数半分

以上

ほとん

ど参加

自信

ない
前向き

自信

ある

協力体

制ない

協力体

制弱い

協力体

制強い

20％

未満

20%

以上

40％

以上

60％

以上

80%

以上
40未満 40以上 50以上 60以上 70以上

校内支援体制 0.788

教員協力体制 0.780

中学校保護者

連携
0.653

専門職支援者

連携
0.732

校内支援体制 -0.327

教員協力体制 -0.340

中学校保護者

連携
-0.250

専門職支援者

連携
0.428

校内支援体制 -0.747

教員協力体制 -0.761

中学校保護者

連携
-0.806

専門職支援者

連携
-0.919

校内支援体制 0.468

教員協力体制 0.607

中学校保護者

連携
1.021

専門職支援者

連携
-1.569

― ―― ― ― ↑ ― ―― ― ― ― ― ―

― ― ↑

4

（12名） ― ― ― ― ― ―

― ↓ ― ↓ ― ―― ― ― ↑ ↓ ↑3

（46名） ↑ ― ― ― ―

― ― ↑ ― ― ―↑ ↓ ― ― ― ―

―

2

（47名） ― ↑ ― ― ― ― ↑ ―

― ↑ ↑ ― ― ―― ↓ ↑ ↓ ― ↑

特別支援教育に熱心な担任の割合 偏差値

1

（56名） ― ↓ ↑ ― ↓ ↑ ―

クラスター 因子名
因子

得点

SENCO研修受講歴 職務に対する自己評価 校内の風土・雰囲気
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第４節 考察 
 

クラスター1（56 名）とクラスター4（12 名）は，＜校内支援体制＞因子・＜教員協力体

制＞因子・＜保護者・中学校連携＞因子がすべてプラス値であり、校内支援が拡充されてい

る学校群であるといえる。残差分析の結果、クラスター1とクラスター4はともに偏差値 40

未満の学校に有意に多いことが分かった。これは、入学してくる生徒が中学生の時点で何か

しらの問題を抱え，不適応を起こしていた可能性が高く、受け入れる学校としても支援体制

をつくっておかなければならないことを示している。クラスター1については、＜専門職支

援者連携＞因子もプラス値であり，これは、SENCO の研修受講歴が有意に高いことや SENCO

の業務に対する自己評価が高いことが関係している。研修を受けた SENCO が校内の連絡調

整役を担うことで、SC や SSW といった専門職支援者との連携を図ることができていること

が示唆され，研修の有用性を示している。Ⅰでも触れたように東京都教育委員会の実態調査

では定時制課程の発達障害の在籍率は 11.2％と著しく高かった。クラスター1 やクラスタ

ー4の各因子がプラス値であることは，その構成因子すべてが必要である現状を裏付けてい

る。 

クラスター2（47 名）は，＜校内支援体制＞因子・＜教員協力体制＞因子・＜保護者・中

学校連携＞因子がマイナス値であるが，＜専門職支援者連携＞因子はプラス値である学校

群である。残差分析の結果，偏差値 40～49 の教育困難校や進路多様校と呼ばれる学校に多

いことがわかった。校内の支援体制や教員の協力体制が脆弱であるため、SENCO もしくは担

任は，SC や SSW といった専門職支援者と連携している点が特徴的であり，多様な支援ニー

ズのある生徒を担任する教員によって対応が大きく異なる学校群であるといえる。筆者も

偏差値 40～49 の学校を 2 校経験してきたが、クラスター2 の特徴があてはまっていたと感

じる。多様な支援ニーズのある生徒への対応は担任の経験則に任される傾向にあり，転退学

に至ってしまうか，周囲に支援を呼び掛けていくかは担任次第というケースが少なくない。

3 つの因子がマイナス値であることが示す通り，校内支援体制が整備されていない場合は，

専門職支援者を頼る選択肢に行き着くことになる。 

 クラスター3（46名）は，＜校内支援体制＞因子・＜教員協力体制＞因子・＜保護者・

中学校連携＞因子・＜専門職支援者連携＞因子すべてがマイナス値であり，多様な支援ニー

ズのある生徒への校内支援体制が不十分である学校群である。残差分析の結果、偏差値 70

以上の学校群に多いことがわかった。このような偏差値高群の学校は，高い内申点や皆勤に

近い出席日数がなければ，入試を合格することはできない。このことからも高い学業成績で

あることが評価されてきた生徒であるという前提から、校内支援体制，教員協力体制，保護
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者・中学校連携，専門職支援者連携などのファクターは重要視されずに，学習指導および 4

年制大学（国公立大学や難関私立大学）への進路指導に重点が置かれている傾向にある。し

かしながら，坂爪(2012)は，大学や大学院において発達に何らかの問題のある生徒や学生が

増加傾向にあるとともに，大学における発達障害のある学生への支援が喫緊の問題である

ことを指摘している。大学院でさえ発達障害が問題化している現状を鑑みれば，偏差値高群

に位置する高校においても支援ニーズのある生徒が一定数いることは間違いない。それぞ

れの学校群に学習面の問題，生活面の問題，対人関係における問題，進路指導における問題

等の各々が抱える問題があり，学校ごとに校内支援体制を整備していくことは急務である

といえよう。 

 
 
第５節 まとめ 
 
本研究で示した 4 つのクラスターは，生徒の実態や支援ニーズによってそれぞれ各因子

がプラス値とマイナス値を示し構成された。生徒の障害の状態や特性および心身の発達の

段階等に応じた適切な支援をすべての学校群で行っていく必要がある。量的分析から学校

ごとの特徴をクラスター化して示したなかで，筆者が経験してきた偏差値 40～49 の学校群

は，転退学に至ってしまうか，周囲に支援を呼び掛けていくかは担任次第というケースが少

なくない。3 つの因子がマイナス値であることが示す通り，校内支援体制が整備されている

とは言い難く，専門職支援者を頼る選択肢しか残されていないことになり，多様な支援ニー

ズのある生徒への対応は担任の経験則に任される傾向にある。このことからも校内支援体

制の構築は急務といえる。現在の高等学校現場においては，すべての学校群において SENCO

を中心とした校内委員会の整備充実や，担任教師・教科担当教師による適切な支援を遂行し

ていくことが求められている。 
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第二章 研究Ⅱ  

発達障害（その可能性）のある生徒が転退学に至ってしま

うケースの要因構造分析とその教育支援の検討 
 

 
第１節 目的 
 

第零章で述べた通り，高等学校では教科(科目)担当教師によって学習評価や単位認定に

おける意識に差があり，個人の特性に対し合理的配慮に基づく支援がなされないまま単位

未修得となってしまうケースがある。また集団参加に制約のある生徒が不登校状態となり，

授業の欠課時数が増えてしまい科目未履修となってしまうケースもある。高等学校では修

得単位数や科目履修状況によって，進級・卒業条件を満たさない場合，進路変更(転退学)に

至るケースが後を絶たない。加えて校則が守れないなどの社会性に問題のある生徒につい

ても，生活指導上の違反が繰り返され，特別指導(校内での生活指導)によっても改善されな

いと判断された場合，転退学に至ってしまうケースとなる。これらは発達障害のある生徒の

個人特性や，集団参加における制約ゆえに生じてしまうケースも含まれており，義務教育段

階にはみられなかった高等学校特有の課題であるといえる。そこで，不要な転退学を防ぐた

めにも，まず高等学校における発達障害のある生徒の支援ニーズについて明らかにしたう

えで，その方途を考える必要がある。 

 義務教育段階にある小学校や中学校では，東京都日野市公立小中学校全教師・教育委員

会・小貫(2013)が示すような通常学級での特別支援教育の必要性が啓発されている一方で，

高等学校においては特別支援教育や個別支援体制が進められているとは言い難く，内野・高

橋(2006)は，高等学校における進級や卒業に関わる単位認定について特別な配慮はなされ

ておらず教員の発達障害に対する理解と専門性の低さを指摘している。藤井・細谷(2012)や

水谷・大谷(2015)は，高等学校において SENCO が効果的に活用されていないことを指摘して

おり，田口・橋本(2015)は発達障害や精神疾患のある生徒への対応について高等学校の教員

は十分に学ぶ機会が提供されていないことを指摘している。その背景として，権威システム

(喜入，2007)や統制システム(吉田，2007)といわれるような，生徒指導内規や教務内規を重

んじる高等学校の風土や雰囲気が踏襲され続けている現状があり，発達障害のある生徒へ

の教育支援を実践していくためには，高等学校の教員の意識改革も必要となる。 

 以上のことから，義務教育段階と比べ高等学校の教員の発達障害に関する理解や教育支

援は，十分であるとは言い難い。小林・橋本・松尾(2008)は，ADHD の生徒の生活面における
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集中力の劣位が学習面に悪影響を及ぼしていることを示しており，酒井・設楽・脇田・金澤・

坂野・園山(2014)は，ASD の生徒の対人関係における問題が，気分障害や不安障害へと二次

障害化するリスクの高さについて報告している。このように，発達障害のある生徒たちに対

し教育支援が適切に行われない場合，転退学だけにとどまらず二次障害化してしまう可能

性が示唆されている。高等学校における SENCO を中心とする校内委員会が，発達障害のある

生徒の特性や集団参加における制約についての情報共有を図るとともに，生活面・学習面・

対人関係面等，いずれの領域に支援ニーズがあるのかを具体的に示すことができれば，発達

障害(その可能性)のある生徒が転退学に至ってしまうケースを減らすことにつながる。 

そこで本章では，高等学校における発達障害(その可能性)および類似した症状のある生

徒の問題が複雑化してしまったケース(精神疾患等への二次障害化)や転退学に至ってしま

ったケースについて，その要因構造を明らかにした上で，高等学校現場における類似したケ

ースに対し，教員が行う支援方法について検討することを目的とする。 
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第２節 方法 
 

１ 調査期間 

2019 年７月～2019 年９月に実施。 

 

２ 調査対象 

1 都 5 県(東京都・神奈川・千葉・埼玉・山梨・群馬県)の公私立高等学校普通科 1028 校

について， 各都県でナンバリングを施し，乱数表を用いて単純無作為抽出を行った。尚，

標本数は 500 校とした。162 校の SENCO から返送があり(回収率 32.4％)，調査項目に回答

していない回答者を除いた 149 名の回答を分析対象とした。 

 

３ 調査方法 

本研究は，学校長宛に研究目的と調査の内容を記した依頼状を送付し，各校の SENCO へ質

問紙の配布と実施を依頼した。調査を行うにあたって，依頼状の提示により学校関係者から

研究の実施および発表の許可を得た。 

 

４ 調査内容 

発達障害(その可能性)および類似した症状のある生徒の問題が複雑化してしまったケー

ス(精神疾患等への二次障害化)や転退学に至ってしまったケースについて質問紙調査を行

った。調査項目は，橋本・熊谷・大伴・林・菅野(2014)が作成したアセスメントツールの支

援の必要性(Ｂ尺度)を基に，①生活面における問題，②学習面における問題，③対人関係に

おける問題，④進路指導における問題，⑤その他の問題を高等学校向けに設定した。回答者

にはあてはまるものすべてを選択(重複回答可)してもらい，なおかつその問題について具

体的な記述回答を求めた。 

 

５ 倫理的配慮 

調査の依頼状において，本研究協力と質問紙への回答は自由意志であること，得られた情

報は研究の目的以外に使用しないこと，個人・学校が特定されないようにすることを明記し

た。本研究への協力と発表において，対象学校のＳＥＮＣＯから承諾を得た上で，個人情報

に十分留意し，倫理的配慮を行った。なお本研究は，東京学芸大学研究倫理委員会の承認

(152)を得たものである。 
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６ 分析方法 

選択式質問項目および具体的問題の記述回答によるサンプルコードについては，HAD 

Ver.15 を用いて数量化Ⅲ類による要因構造分析および Ward 法によるクラスター分析を行

った(杉浦・橋本，2017)。具体的な記述回答については，KJ 法を用いて質的に検討し，玉

村・黒田・向井・平沼・清水(2019)の示した特別支援教育に関するキーワードを基にサンプ

ルコードと分類項目を作成した。KJ 法については，恣意的・主観的なデータ解析に陥るの

を避けるため，臨床心理学系の大学教師１名と臨床心理学を専攻する大学院生３名が KJ法

のデータ解析を行った。 
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第３節 結果 
 

１ 問題の分類 

 高等学校における発達障害(その可能性)および類似した症状のある生徒の問題が複雑化

してしまったケースや転退学に至ってしまったケースにおいて，最も多かったのは「対人関

係における問題」92事例(35.2％)であった。次いで，「生活面における問題」65事例(24.9%)，

「学習面における問題」61 事例(23.3％)，「進路指導における問題」23 事例(8.8％)，「その

他の問題」20事例(7.7%)であった(重複回答可)(表１)。 

 

 

 

 

２ サンプルコードおよび分類項目 

 

149 名の記述された具体的な回答の中で，発達障害(ASD・ADHD・LD)の診断が有ると具体

的な記述があった事例は 21 例であり，残りの 128 名の記述された具体的な回答は，類似し

た症状のある生徒の事例であった。発達障害および類似した症状のある生徒の問題が複雑

化してしまったケースや転退学に至ってしまったケースの要因構造を分析するために，「対

人関係における問題」14 項目(対人関係１～対人関係 14)，「生活面における問題」11 項目

(生活１～生活 11)，「学習面における問題」11 項目(学習１～学習 11)，「進路指導における

問題」６項目(進路１～進路６)，「その他の問題」７項目(その他１～その他７)として，記

述された具体的な回答を KJ 法によりサンプルコードとして分類した(表２)。 

 

表１

対人関係における問題 92

生活面における問題 65

学習面における問題 61

進路指導における問題 23

その他の問題 20

計（重複回答含む） 261



48 
 

 

表２
サンプル
コード

分類項目

対人関係1 クラス内で孤立してしまう

対人関係2 友人関係が築けない

対人関係3 感情コントロールできない

対人関係4 こだわりや思い込みが強い

対人関係5 友人・教師に対する威圧的な暴力的行動発言

対人関係6 信頼できる大人がいない・担任とうまくいかない

対人関係7 被害者意識が強い

対人関係8 自己肯定感が低い

対人関係9 感覚過敏

対人関係10 いじめられた経験がある

対人関係11 集団行動が苦手

対人関係12 他者の意見を受け入れない

対人関係13 状況把握が苦手・空気を読めない

対人関係14 ＡＳＤ様の困難さ

生活1 生活習慣が乱れている

生活2 不登校・引きこもり

生活3 作業が遅い・時間がかかる

生活4 身の回りの整理ができない

生活5 ルールが守れない・同じ注意をされる・特別指導になる

生活6 別室登校・保健室登校・教室に入れない

生活7 ＡＤＨＤ様の困難さ

生活8 ＳＮＳ依存

生活9 情緒不安定

生活10 欠席・遅刻が多い

生活11 学校が辛い（登校しているけれど）

学習1 得意不得意科目の出来が極端

学習2 授業内容が理解できない

学習3 授業についていけない

学習4 課題提出できない

学習5 ＬＤ様の困難さ

学習6 単位修得できない

学習7 考査点数が低い

学習8 補習に来ない

学習9 見通しがもてないとパニックになる

学習10 怠惰で学習意欲がない

学習11 教科担当とトラブル

進路1 進路相談困難

進路2 志望校不合格・不本意進路

進路3 志望校が実力と合っていない

進路4 進路に対し生徒と保護者の間に齟齬がある

進路5 進路未決定（卒業後の進路が決まらない）

進路6 進路変更（転退学）

その他1 家庭内問題

その他2 ネグレクト

その他3 自傷行為（リストカット・オーバードース）

その他4 触法行為（喫煙・飲酒・万引き・家出・不法侵入）

その他5 善悪の判断

その他６ 学校への不信感（保護者）

その他７
精神疾患（適応障害・パーソナリティ障害・摂食障害・気分
障害・不安症・緘黙症・被害妄想・服薬）
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３ 数量化Ⅲ類による要因構造分析 

 

 表２で示した項目について，サンプルコード毎に，ない場合は０点，ある場合は１点を与

えて得点化し数量化Ⅲ類を行った。解析の結果，解釈可能性を判断基準として２軸まで検討

した。それぞれの軸の相関係数は第１軸が.504，第２軸が.588 であった。数量化Ⅲ類から

算出されたカテゴリースコアを用いて第１軸を縦軸に第２軸を横軸にとり，発達障害(その

可能性)および類似した症状のある生徒の問題が複雑化してしまったケースや転退学に至っ

てしまったケースについて２次元の散布図に示した(図 1)。 

 第１軸のプラス方向には，「ASD 様の困難さ」「ADHD 様の困難さ」「集団行動が苦手」「作業

が遅い」などの一次的問題(学校不適応の要因)が集まっており，マイナス方向には，「精神

疾患(適応障害・パーソナリティ障害・摂食障害・気分障害・不安症・場面緘黙症・被害妄

想・服薬)」，「触法行為」「自傷行為」などの二次的問題(不適応症状)が集まっていた。第２

軸のプラス方向には，「課題提出ができない」「LD 様の困難さ」「身のまわりの整理ができな

い」「進路相談が困難」などの個人特性による問題が集まっており．マイナス方向には「友

人関係が築けない」「クラス内で孤立してしまう」「感情がコントロールできない」などの集

団参加の制約による問題が集まっていた。またカテゴリースコアに対して，Ward 法による

クラスター分析を行ったところ，４つのクラスターを抽出したが，事例数が少数であったこ

とや不明瞭なグルーピングであったことから合理的に分類が可能な２つのクラスターにつ

いて散布図上に示した(図１)。なお散布図上の分類項目と表２の分類項目は一致している。

クラスター①(126 事例)は一次的問題(学校不適応の要因)と個人の特性による問題，クラス

ター②(92 事例)は一次的問題(学校不適応の要因)・二次的問題(学校不適応症状)と集団参

加の制約による問題に構造化された。 
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第４節 考察 
 
１ 結果より 
 
発達障害(その可能性)および類似した症状のある生徒の問題が複雑化してしまったケー

スや転退学に至っていしまったケースは，第１軸(学校不適応要因と不適応症状)と第２軸

(個人の特性による問題と集団参加の制約による問題)の４象限の中で，クラスター①(生活

面における問題／学習面における問題)とクラスター②(対人関係における問題)に分類する

ことができた。玉村ら(2019)が示した ADHD 様の困難さ，ASD 様の困難さ，LD 様の困難さな

どの特性から顧みると，散布図には必然性があり，軸の相関係数も妥当性のある数値であ

った。また Ward 法によるクラスター分析の結果４つのクラスターを抽出したが，合理的に

分類できる説明可能な２つのクラスターを示した。この４象限におけるクラスター分類は

本研究のオリジナルであるが，実際の学校現場における類似したケースについてもあては

めることができ，学校現場における発達障害(その可能性)および類似した症状のある生徒

を教育支援につなげることにつながる。 
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２ クラスター①の要因構造とその支援方法 

 

クラスター①(生活面における問題／学習面における問題)に含まれるケースは，発達障

害のある生徒自身の個人の特性によって，「課題提出ができない」「身の回りの整理ができ

ない」「欠席や遅刻が多い」などの生活面における問題が，「補習に来ない」「授業について

いけない」「教科担当者とトラブルになる」などの学習面における問題に発展している可能

性が示唆された。図１のクラスター①(生活面における問題／学習面における問題)が示す

ように，生活面における問題と学習面における問題は同群に位置していることから，学校

現場において，生活面における問題に対し教員による理解や支援がなされない場合，学習

面における問題も同時に発生していることが考えられる。結果単位未修得科目が複数にな

ってしまう場合，進級・卒業不可の判定がなされ，転退学へと追い込まれてしまうケース

に相応する。三浦・升・杉岡・堂山・橋本(2017)は，生活面における集中力領域の支援が

必要であった生徒が学習面に関しても同領域に起因して問題が発生している事例を報告し

ており，これらは図１におけるクラスター①(生活面における問題／学習面における問題)

にあてはまるケースである。学校は発達障害(その可能性)や類似した症状のある生徒の特

性について，校内委員会や拡大学年会(担任学年と教科担当者による会議)等で教員間の情

報共有を行う必要があり，文部科学省(2021)が示すように教科担当教師に合理的配慮に基

づいた学習指導や個別支援を依頼することで，単位未修得に至るケースを回避することに

つながる。そのため，SENCO の業務としては，該当生徒の情報を収集し支援ニーズについ

て整理するためのケース会議を開くことや，その情報を伝達する場(校内委員会・拡大学年

会等)を設けることが求められる。 
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３ クラスター②の要因構造とその支援方法 

 

クラスター②(対人関係における問題)に含まれるケースは，集団参加に制約のある生徒

の一次的問題(学校不適応の要因)もしくは二次的問題(学校不適応症状)のケースであっ

た。玉村ら（2019）は，ASD 児・者が集団の中で，刺激への過敏（感覚過敏）から不快感

や不安，緊張など情動を錯乱させ，回避行動としての離室あるいはこだわり（反復的常道

行動）を生起させる可能性を示唆しており，さらに周囲への興味関心が制約されることを

推察している。集団参加に制約のある生徒の「感覚過敏」「状況把握が苦手」「こだわりが

強い」などの学校不適応要因は，集団の中で上手く適応できないことにより，「友人関係が

築けない」「クラス内で孤立してしまう」「感情がコントロールできない」という状態に発

展している可能性が示唆され，さらには，「暴力暴言」「触法行為」「精神疾患(適応障害・

パーソナリティ障害・摂食障害・気分障害・不安症・場面緘黙症・被害妄想・服薬)」のよ

うな不適応症状が発症している可能性も示唆された。精神疾患等による不適応症状によっ

て欠席日数が増加してしまえば，履修基準を満たすことが出来ず，科目未履修から進級・

卒業不可の判定となり，転退学へと追い込まれてしまう。このようなケースを回避する為

には，早期に専門職支援者や外部機関との連携をとる必要がある。田口ら(2015)は，精神

疾患のある生徒について早期にスクールカウンセラーや心療内科等の医療機関と連携をと

ることが効果的であることを報告しており，菅野・宇野・橋本・小島(2007)は，家庭の問

題も関係している場合に子ども家庭支援センターや児童相談所といった福祉機関との地域

連携システムを構築することが効果的であると述べている。一方で，暴力行為や触法行為

等の非行性の問題については警察機関との連携が必要なケースである。これらクラスター

②(対人関係における問題)にあてはまるケースにひろく対応していくためには，松田・大

澤・加瀬(2016)が提言するように，チーム学校として対応していくことが必要であり，学

校だけでは抱えられない問題として，専門職支援者や外部機関との連携をスムーズに行う

ための連絡調整能力が SENCO には求められる。また小林(2015)は ASD 児・者の二次障害化

を防ぐための高等学校や高等教育機関で実践されたプログラムを紹介しており，中塚・片

岡(2014)によるセルフ・アドボカシースキル形成プログラムや，下山・岡田・石山(2013)

によるアンガーマネジメントプログラムなど，学校現場の教員でも行うことのできる心理

教育プログラムの導入を検討していく必要がある。 
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４ 高等学校における支援方法についての提言 

 

三浦・日下・杉岡・橋本(2019)が指摘している通り，高等学校現場における発達障害(そ

の可能性)や類似した症状のある生徒の抱える問題は，一概に同じ要因構造として捉えるこ

とはできない。本研究で示した２つの軸と２つのクラスターにおいても，個人の特性によ

る問題と集団参加の制約による問題ではその要因構造が異なっているため，要因に応じた

教育支援が必要となる。そのためには，高等学校においても，橋本ら(2014)が示す学校現

場の教員にもできるアセスメントツールを早期に活用し，生活面・学習面・対人関係面等

いずれの領域に支援ニーズがあるのかを校内委員会や拡大学年会の場で情報共有をするこ

とができれば，適切な教育支援につなぐことができる。発達障害(その可能性)および類似

した症状のある生徒の不要な転退学を減らすためにも，アセスメントに基づく包括的な生

徒理解(橋本，2016)による具体性のある情報を教員間で共有していくことが必要となって

くる。 
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第５節 まとめ 
 

本調査は質問紙の送付数や回収率からも，高等学校全体を代表するものとはいえない。し

かしながら，各校の SENCO が実際に学校現場で対応した実事例であり，その要因構造を明ら

かにしたことの意義は大きい。発達障害のある生徒たちに対し適切な教育的支援が行われ

ない場合，ADHD 様の困難さ・LD様の困難さのある生徒は単位未修得となる傾向を示し，ASD

様の困難さのある生徒は単位未履修となる傾向を示した。加えて ASD 様の困難さのある生

徒は単位未履修による転退学だけにとどまらず，二次障害化してしまう可能性を示した。 

学校は発達障害のある生徒の特性を理解し，アセスメントに基づく個別支援や合理的配

慮に基づいた学習指導を行うとともに，卒業後の進路や将来を見据えて指導をしていくこ

とが必要となる。一方で，横田・千田・岡田(2011)は，発達障害を指導する専門教員の数が

不足していることや通常学級の教育カリキュラムでは教科書を使った教科学習が中心とな

っていることを指摘しており，学校現場におけるアセスメントや包括的な生徒理解の実践

方法は課題として残される。また教科指導においては，教科担当教師によるユニバーサルデ

ザインに基づく授業づくりや合理的配慮に基づく個に応じた支援が求められており，桂

(2012)が示すように教科教育と特別支援教育の両者の知見を融合した実践研究についても，

今後の課題として残される。 
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第三章 研究Ⅲ  

発達障害（その可能性）のある生徒に対する多層指導モデ

ルの必要性についての検討 
 
 
第１節 目的 
 
第零章で述べた通り，現在の高等学校においては，教科担当教師によるユニバーサルデザ

イン（Universal Design 以下 UD）に基づく授業づくりや合理的配慮に基づく個に応じた支

援が期待されている。ADHD・ASD・LD 等の発達障害のある生徒をはじめ，義務教育段階まで

通級・教育相談室・心療内科等に通っていた生徒，適応障害・気分障害・摂食障害・緘黙症・

不安症等の精神疾患のある生徒等，多様な生徒が在籍していることから，高等学校の教科担

当教師においても，生徒の実態に合わせた教育的支援を実践していくことが求められてい

る（竹達・橋本他，2022）。 

文部科学省（2014）は，高等学校における発達障害のある生徒の在籍率を約 2.2％と報告

しており，東京都教育委員会（2016）も同様に約 2.2％の在籍と報告している。一方で，高

等学校における発達障害のある生徒に対し，成績評価や単位認定への配慮の欠落（内野・高

橋，2006），発達障害に対する教員の学ぶ機会の少なさ（田口・橋本，2015），学び直しを主

とする学校群における生徒の多様な問題（田口・橋本他，2009；三浦・升他，2017）などが

先行研究において指摘されている。さらに愛知教育大学（2019）が示すように，発達障害の

ある生徒の困難さ（提出物・整理整頓・作業の遅延・対人関係の苦手さ等）は全教科・全科

目に共通しており，高等学校においては単位修得に向けた教科教育における現実的な対応

が求められている。村田（2015）は，高等学校における UDに基づいた授業実践において，

多層指導モデル（Multilayer Instruction Model 以下 MIM）の 1st と 2nd ステージの生徒

に焦点を当てた授業づくりが高等学校の実態に合っており，学習につまずきのある生徒に

有効であったことを報告している。しかしながら，高等学校におけるこのような実践報告は，

小・中学校で行われている UDに基づく授業づくりや合理的配慮に基づいた個別支援（東京

都日野市公立小中学校全教師・教育委員会・小貫，2013）の実践報告と比べて，少ない状況

にある。 

そこで，本研究では特別な教育的支援の必要な生徒に対する高等学校の教科教育におけ

る UDに基づく授業づくりや個別支援等の実態について現状を把握することを目的とし，国

立特別支援教育総合研究所が示す通常学級における MIM の高等学校における必要性を検討

したい。海津・田沼他（2008）や海津（2012）は，「すべての子ども」に対し MIM の 1st ス
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テージにあたる通常学級内の効果的な指導を実践しており，「全体指導では習得が困難な子

ども」に対しては MIM の 2nd ステージにあたる通常学級内での教育的に配慮した補足的な

指導を実践している。さらに「1st ステージおよび 2ndステージでは習得が著しく困難であ

る子ども」に対しては MIM の 3rd ステージにあたる柔軟な形態による個に特化した指導が

なされており，MIM に沿ったステージごとの指導効果が示されている。高等学校の教科教育

においては，このような特別な教育的支援が必要な生徒に対しての指導方法や評価方法は

確立されていないことから，まずはその実態を把握するための調査には意義がある。本調査

では，MIM の 1st ステージにあたる「すべての生徒」に対する UD に基づく授業づくり，2nd

ステージにあたる「特別な教育的支援が必要な生徒」に対する個別支援，3rd ステージにあ

たる「1st ステージおよび 2nd ステージの指導では単位修得が困難な生徒」に対する指導と

評価，というように高等学校の現況に則した形式で MIM の三つのステージに対応する質問

項目を作成した。 

調査対象は公民科担当教師に限定し，高等学校の公民科教育において MIM の三つのステ

ージに沿う実践がどの程度なされているかについて調査を行った。調査対象に公民科担当

教師を選んだ理由は，文部科学省（2018）において，「現代の諸課題社会について，事実を

基に概念などを活用して多面的・多角的に考察したり，解決に向けて公正に判断したりする

力や，合意形成や社会参画を視野に入れながら構想したことを議論する力を養う」ことを教

科目標の一角としていることが大きい。村田・宗實他（2021）は，「話し合い活動で自分の

考えは積極的に発表するが，友達の発表には関心がないため，まったくと言っていいほど聞

けない」「音声言語中心のやりとりになりやすい話し合い活動に参加しにくい」などの状況

に発達障害のある生徒が陥りやすいことを示しており，中田（2015）は，発達障害のある生

徒の保護者や担当教員が将来的な社会参画に不安を抱いていることを示している。  

以上のように，発達障害のある生徒が苦手とする他者との合意形成について，社会的な見

方・考え方を用いてディカッションやディベートのできる公民科は、日々の授業において対

人関係面の困難さへのアプローチがしやすく、その可能性を踏まえて，公民科担当教師への

質問紙調査の実施に至った。また本調査は，教員経験年数や所属校の入学時偏差値等を限定

することなく調査を行った。公民科担当教師からの回答のみで限定的ではあるが，高等学校

の実態を把握するとともに，高等学校の MIM の必要性について検討していく。 
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第２節 方法 
 

１ 調査期間 

2020 年 7月～2020 年 9月に実施。 

 

２ 調査対象 

1 都 5 県(東京都・神奈川・千葉・埼玉・山梨・群馬県)の公私立高等学校普通科 1028 校

について， 各都県でナンバリングを施し，乱数表を用いて単純無作為抽出を行った．尚、

標本数は 500 校とした．258 校から返送があり（回収率 51.6％），調査項目に回答していな

い回答者を除いた 247 名の回答を分析対象とした。 

 

３ 調査方法 

本研究は学校長宛に研究目的と調査の内容を記した依頼状を送付し，各校の公民科担当

教師への質問紙配布と実施を依頼した。調査を行うにあたって，依頼状の提示により研究の

実施および研究発表の許可を得た。 

 

４ 調査内容 

調査内容は，MIM と東京都日野市公立小中学校全教師・教育委員会・小貫（2013）の通常

学級における特別支援教育に関するチェックリストを基にして，高等学校向けに UDに基づ

く授業づくり，授業での指導方法，個別的配慮（個別対応），単元指導計画に関する質問 18

項目を作成した。尚，回答は，「1.まったくあてはまらない」「2.あてはまらない」「3.どち

らともいえない」「4.あてはまる」「5.とてもあてはまる」の 5 件法で行った。これら以外

に，回答者のフェイスシートとして，教職年数について「①1－10 年」「②11－20 年」「③21

年－30 年」「④31年以上」の 4件法，担当教科について「①現代社会」「②倫理」「③政治・

経済」「④その他」の 4件法（複数回答可），所属校の校内の風土や雰囲気について「①多様

な問題に対し教員が一丸となって取り組む風土や雰囲気がある」「②多様な問題に対しそれ

ぞれの教員が前向きに取り組んでいるが協力体制は弱いと感じる」「③多様な問題に対し協

力的な風土や雰囲気は感じられない」の 3件法，所属校の入学時偏差値「①40%未満」「②40

～49」「③50～59」「④60～69」「⑤70 以上」「⑥中高一貫校」「⑦その他」の 7件法，以上の

4 項目について回答を求めた。調査の実施前に，調査項目の表現や文言について，大学教員

2 名と高等学校教員 1名による最終確認を経て完成版とした。 
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５ 倫理的配慮 

調査の依頼状において，本研究への協力と質問紙への回答は自由意志であること，得られ

た情報は研究の目的以外に使用しないこと，個人・学校が特定されないようにすることを明

記した。本研究への協力と研究発表については，対象学校の公民科担当教師から承諾を得た

上で，個人情報に十分留意し倫理的配慮を行った。なお本研究は，東京学芸大学研究倫理委

員会の承認（454）を得たものである。 

 

６ 分析方法 

 選択式 18 項目は，MIM と東京都日野市公立小中学校全教師・教育委員会・小貫（2013）

が作成したチェックリストを基にしたものであるが，下位尺度が定められたものではない

ため，探索的に因子分析を行った。次に，因子分析の結果を受け，クラスター分析（K-means

法）を行い，合理的に分類可能な回答者群（クラスター）を作成した。さらに，フェイスシ

ートの回答者属性を用いてχ²検定(独立性の検定)および残差分析を行った（いずれの分析

も HADver.15 を用いて量的に検討した）。 
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第３節 結果 
 
１ フェイスシート（回答者属性）の整理 

 

回答のあった 258 校の公民科担当教師のうち，記入漏れのあった 11名を除外し，有効回

答数を 247 名とした。公民科担当教師の教職年数では，①1－10 年と回答した教師が 100 名

（40.5％）と最も多いが，次いで②11－20 年と回答した教師が 70 名（28.3％），④31年以

上と回答した教師が 40名（16.2％），③21 年－30年と回答した教師が 37名（15.0％）と，

すべての年代から回答を得ることができた。所属校の校内の風土や雰囲気については，①多

様な問題に対し教員が一丸となって取り組む風土や雰囲気があると回答した教師が 117 名

（47.4％），②多様な問題に対しそれぞれの教員が前向きに取り組んでいるが協力体制は弱

いと感じると回答した教師が 121 名（49.0％），③多様な問題に対し協力的な風土や雰囲気

は感じられないと回答した教師が 9名（3.6％）であり，①と②に二極化した。所属校の入

学時偏差値は，②40~49 と回答した教師が 82名（33.2％）と最も多いが，次いで③50~59 と

回答した教師が 74名（30.0％），④60～69 と回答した教師が 47名（19.0％），①40 未満と

回答した教師が 24名（9.7％），⑥中高一貫校と回答した教師が 5名（2.0％），⑤70以上と

回答した教師が 4名（1.6％），⑦その他 11 名（4.5％）と，すべての偏差値帯から回答を得

ることができた。担当教科については，代社会 125 名，政治・経済 111 名，倫理 50名，そ

の他 59 名であった（複数回答可）。 
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２ 選択式質問 18項目に対する探索的因子分析 

 

選択式質問 18 項目について因子分析（最尤法，プロマックス回転）を行った結果，「17 

ICT 機器を活用し各種データ分析をする授業を取り入れている」「18 ICT 機器を活用し，生

徒がプレゼンテーションをする授業を取り入れている」は，どの因子にも負荷量が小さかっ

たので，この２項目を省く 16項目で再度因子分析を行った。その結果，以下の 3因子が抽

出された（表１）。 

第 1 因子は，「2 授業における抽象的な概念や理論について，できるだけ具体的な表現に

置き換える工夫をしている」「5 毎回の授業をスムーズに進めるために，板書やプリントな

どをある程度パターン化している」「1 授業中の指示や伝達事項は聴覚的（口頭）にだけで

なく，視覚的（板書やスライド）に提示するようにしている」「10言葉だけの説明で理解で

きない生徒に対し，絵や図などを使って補っている（ICT 機器の活用も含む）」「9指示理解

の弱い生徒に対し，個別に説明や声掛けを行うようにしている」「4 授業では，生徒が発表

する言語活動を取り入れている」「3 授業中に分からないことがあった生徒がいた場合，支

援を求めやすいよう工夫している」など，東京都日野市公立小中学校全教師・教育委員会・

小貫（2013）に示される UD に基づく授業に関する 5項目で構成されたため，＜授業 UD化＞

因子と命名した。 

第 2 因子は，「13 個別的配慮の必要な生徒に対し，得意なことが発揮できる活動を単元の

中に取り入れている」「7個別の指導計画に基づいた指導を行っている」「12記憶力の低い生

徒に対し，大事なことはメモをさせる，メモをわたすなどの工夫をしている」「11個別的配

慮の必要な生徒に対し，本人が成長している点について伝えるようにしている」「6 合理的

配慮に基づいた学習指導を行い，発達障害や類似した症状のある生徒に対し，単位を修得さ

せる工夫をしている」「8 グループ学習が苦手な生徒でも参加できるように，グループづく

りに配慮している」など，東京都日野市公立小中学校全教師・教育委員会・小貫（2013）に

示される個別支援に関する 6項目で構成されたため＜個別支援＞因子と命名した。 

第 3 因子は，「15 生徒の実態に合わせた単元指導計画を作成し，生徒同士の合意形成や将

来の社会参画を視野に入れながら，議論する力をみにつけさせる取り組みをしている」「16

生徒の実態に合わせた単元指導計画を作成し，現代諸課題を具体的に提示し主体的に解決

しようとする態度を養う取り組みをしている」「14生徒の実態に合わせた単元指導計画を作

成し，諸資料から様々な情報を適切かつ効果的に調べまとめる技能をみにつけさせる取り

組みを行っている」など，単元指導計画と教科目標に関する 3項目で構成されたため，＜生

徒の実態に合わせた指導と評価＞因子と命名した。 
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抽出された 3因子のα係数は，＜授業 UD 化＞因子，＜個別支援＞因子，＜生徒の実態に

合わせた指導と評価＞因子，それぞれ.800 以上であり十分に高い値になった。因子間相関

は表１の通りであり，水本・竹内（2008）が示す効果量の指標と大きさの目安から，各因子

それぞれが大（Large）の相関があると判断した。 
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３ ３因子を用いたクラスター分析 

表１の因子間相関のある３因子を用いて，K-means 法によるクラスター分析を行った。標

準得点を算出し，その結果，合理的に分類可能な 3つのクラスターを抽出することができた

（図１）。クラスター1（134 名）は，＜授業 UD 化＞因子・＜個別支援＞因子・＜生徒の実

態に合わせた指導と評価＞因子すべてが 0 に近い値を示す群である。クラスター2（44 名）

は，＜授業 UD化＞因子・＜個別支援＞因子・＜生徒の実態に合わせた指導と評価＞因子す

べてがマイナス値を示す群である。クラスター3（69 名）は，＜授業 UD 化＞因子・＜個別

支援＞因子・＜生徒の実態に合わせた指導と評価＞因子すべてがプラス値を示す群である。 
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４ フェイスシート（回答者属性）を用いたχ²検定（独立性の検定）および残差分析 

 

図１で示した 3 つのクラスターと回答者の属性との間に関連があるかを検討するため，

フェイスシートの各項目についてχ²検定（独立性の検定）および残差分析を行った結果を

表 2に示す。はじめに，３つのクラスターと「教職年数」との間に関連があるか検討するた

め χ ² 検 定 を 行 っ た と こ ろ ， 両 者 の 間 に 有 意 な 関 連 が 見 ら れ た （ χ² （ 6, 

n=247)=8.09,V=0.128,p<.05）。残差分析の結果，すべての因子がマイナス値であるクラスタ

ー２において，「教職年数 1-10 年」の回答者が有意に少なく（p<.05），「教職年数 30 年以

上」の回答者は有意に多かった（p<.05）。 

次に３つのクラスターと「所属校の校内の風土・雰囲気」との間に関連があるか検討する

ため，χ²検定を行ったところ，両者の間に有意な関連が見られた（χ²（4, 

n=247)=19.82,V=0.20,p<.01）。残差分析の結果，全ての因子が０に近い値であるクラスター

1 において，「多様な問題に対し教員が一丸となって取り組む風土や雰囲気がある」と回答

した者が有意に少なく（p<．01），「多様な問題に対しそれぞれの教員が前向きに取り組んで

いるが協力体制は弱いと感じる」と回答した者は有意に多かった（p<.01）。一方で，全ての

因子がプラス値であるクラスター３においては，「多様な問題に対し教員が一丸となって取

り組む風土や雰囲気がある」と回答した者が有意に多く（p<.01），「多様な問題に対しそれ

ぞれの教員が前向きに取り組んでいるが協力体制は弱いと感じる」と回答した者は有意に

少なかった（p<.01）。 

さらに，３つのクラスターと「所属校の入学時偏差値」との間に関連があるか検討するた

め，χ²検定を行ったところ，両者の間に有意な関連が見られた（χ²（12, n=247)=14.18, 

V=0.169,p<.05）。残差分析の結果，すべての因子がプラス値であるクラスター３においては，

偏差値 40未満の学校に所属する回答者が有意に多かった（p<.05）。 

なお，「担当科目」については，科目が複数にわたり回答者属性を分類できなかったため

分析対象から外した。 
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第４節 考察 
 

高等学校向けの MIMとして，＜授業 UD化＞因子を 1stステージ，＜個別支援＞因子を

2nd ステージ，＜生徒の実態に合わせた指導と評価＞因子を 3rd ステージに相応させ考察

する。クラスター3（積極群）は，＜授業 UD化＞因子・＜個別支援＞因子・＜生徒の実態

に合わせた指導と評価＞因子がすべてプラス値を示す回答者群であり，3因子すべての必

要性がある学校に所属していることがわかる。クラスター３は，竹達・橋本他（2022）が

示す特別な教育的支援が必要な生徒が在籍していることが推察できる。発達障害（その可

能性）のある生徒の困難さ（提出物・整理整頓・作業の遅延・対人関係の苦手さ等）は全

教科・全科目に共通していることからも，教科教育における単位修得に向けた現実的な対

応が高等学校においては求められる。Ⅲ．で明らかにした３因子は公民科担当教師のみの

限定された結果ではあるが，公民科を含むすべての教科教育において実践することができ

れば，単位未修得や単位未履修によって進級・卒業が危ぶまれる発達障害のある生徒たち

の将来への進路（進学・就職等）が拓けることにつながる。そのためには，三浦（2021）

が示す体制化方略を用いた学習支援は参考にすべきところである。体制化方略とは複数の

学習内容を分類・整理しながら関係を持つようにまとまりをつくることである。UDに基づ

く授業づくり，特別な教育的支援が必要な生徒への個別支援を実践する中で体制化方略を

活用するとともに，生徒の実態に合わせた指導と評価を高等学校の教科教育にて検討して

いくべきである。また残差分析の結果から，「偏差値 40未満」の学校に所属する回答者が

有意に多く，教科担当教師として，すべての因子の必要性を感じていることが示唆され

た。入学してくる生徒たちが何かしらの問題を抱えている可能性が高く，学び直しを主と

する学校群における生徒の多様な問題の対応に迫られていることがわかる。＜生徒の実態

に合わせた指導と評価＞因子もプラス値であることから，高等学校特有の課題である単位

の未履修や未修得に対しても，米田（2018）が示すような「代替達成水準に基づく評価」

が実践されている可能性が高い。また，「多様な問題に対し教員が一丸となって取り組む風

土や雰囲気がある」と回答した者が有意に多いことからも，松田・大澤・加瀬（2016）が

示すようにチーム学校として機能している学校に所属していると解釈することができる。 

クラスター２（消極群）は，＜授業 UD化＞因子・＜個別支援＞因子・＜生徒の実態に合

わせた指導と評価＞因子がすべてマイナス値を示す回答者群であり，MIM の三つのステー

ジを取り入れた公民科教育に消極的または否定的な回答者群である。また 3因子の必要性

を感じない生徒が在籍する学校に所属していると解釈することもできる。公民科担当教師

のみの限定された結果であるが，残差分析により，「教職年数 1-10 年」の回答者に有意に
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少なく，「教職年数 31 年以上」の回答者に有意に多いことが示された。その要因として，

現在の東京都教員研修を例に挙げると，初任者研修・3年次研修・10年次研修・20年次研

修の順に悉皆研修が設定されており，研修内容には特別支援教育の推進や発達障害の理解

と指導が組み込まれている。これらの研修により，教職年数が 20 年未満の教員には特別支

援教育や発達障害に関して学ぶ機会が悉皆としてある一方で，20 年以上の教職員には学ぶ

機会が与えられていない。残差分析の結果からも，田口・橋本（2015）が指摘する発達障

害に対する教員の学ぶ機会の少なさは，教職年数が 31年以上の教員に顕著であり，消極

的・否定的な姿勢につながっている可能性が高い。そのためこの回答者群に対して MIM の

三つのステージを取入れた教科教育の実践研究を提示することは意義をなすことになる。 

クラスター１(非認知群）は，＜授業 UD化＞因子・＜個別支援＞因子・＜生徒の実態に

合わせた指導と評価＞因子がすべて０に近い値を示す回答者群であり MIM の三つのステー

ジを取り入れた公民科教育に積極的・消極的どちらともいえず，これらの因子を認知して

いない回答者群である。また 3因子を意識しないでも授業が行える生徒が在籍する学校に

所属していると解釈することもできる。公民科担当教師のみの限定された結果であるが，

残差分析の結果，「多様な問題に対しそれぞれの教員が前向きに取り組んでいるが協力体制

は弱いと感じる」の回答者に有意に多く，校内の協力体制が弱い学校に所属していること

が示された。これらの回答者群は UD に基づく授業づくり，特別な教育的支援を要する生徒

への個別支援，生徒の実態に合わせた指導と評価の必要性を感じて実践しているとは言い

難い。以上のことから，公民科担当教師のみの限定された結果ではあるが，生徒の実態に

合わせて MIM に相応する 3つの因子を取入れた授業を実践している教師がいる一方で，消

極的・否定的な姿勢を示す教師がいることも明らかになった。桂（2012）は「教科教育と

特別支援教育の融合」を謳っており，本研究で示した２ndステージあたる「全体指導が困

難な子への個別指導の方法」や，３rdステージにあたる「補充指導のシステム」を特別支

援教育の研究成果に学び，教科教育と特別支援教育を別物ではなく連続的なものとする必

要性を述べている。 
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第５節 まとめ 
 
高等学校の現状として，発達障害のある生徒の多くが，その障害特性から他者との合意形

成を目的として行われる探究的な学習活動にうまく参加できていない教科事例や，単位未

修得・未修得に陥ってしまう事例がある。このことからも，高等学校における教科教育と特

別支援教育の融合がなされた実践研究（新井，2016）は求められるところであり，今後の課

題として残される。 
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第四章 研究Ⅳ  

学校長による校内支援体制及び授業支援に関する調査研究 
 

 
第１節 目的 
 
第零章で述べた通り，高等学校では発達障害の診断のある生徒についても，単位修得に至

らず進級規定や卒業規定を満たさない場合は，転退学を推奨する組織文化が今現在でも踏襲

され続けている。桂（2012）は UD に基づく授業の必要性を説いており，UDに基づく授業を

「教科教育と特別支援教育の融合」と位置付け，「優れた教科の授業から特別支援教育の視

点を導き出す」ことや「全体指導が困難な子への個別指導の方法や教科の補充指導のシステ

ムを特別支援教育の研究成果に学ぶ」とする両者の知見を連続的なものにする必要があると

示している。 

本研究は高等学校の学校長への質問紙調査を行い，特別な教育的支援が必要な生徒への校

内支援体制や，教科教育について包括的に高等学校の現況を把握することを目的とした。 
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第２節 方法 
 

１ 調査期間 

2022 年 7 月～2020 年 9 月に実施。 

 

２ 調査対象調査方法 

1 都 5 県(東京都・神奈川・千葉・埼玉・山梨・群馬県)の公私立高等学校普通科 1028 校

について，各都県でナンバリングを施し，乱数表を用いて単純無作為抽出を行い，標本数は

500 校とした。118 校から返送があり（回収率 23.6％），調査項目に回答していない回答者

を除いた 108 校の回答を分析対象とした。 

 

３ 調査方法 

本研究は学校長宛に研究目的と調査の内容を記した依頼状および質問紙を送付し，依頼

状の提示により研究の実施および研究発表の許可を得た。 

 

４ 調査内容 

研究Ⅰで作成した校内支援体制に関する 13 項目からなる 4 因子と，研究Ⅲで作成した教

科教育に関する 15 項目からなる 3 因子についてそれぞれ 5 件法で回答を求めた。また，発

達障害（その可能性）のある生徒に対する学校としての課題意識について記述回答を求めた。

フェイスシートとしては，学校形態・校内委員会開催の頻度・校内の風土や雰囲気・入学時

の偏差値帯などの 10 項目について回答を求めた。 

 

５ 倫理的配慮 

調査の依頼状において，本研究への協力と質問紙への回答は自由意志であること，得られ

た情報は研究の目的以外に使用しないこと，個人・学校が特定されないようにすることを明

記した。本研究への協力と研究発表については，対象学校の学校長から承諾を得た上で，個

人情報に十分留意し倫理的配慮を行った。なお本研究は，東京学芸大学研究倫理委員会の承

認（454）を得たものである。 
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６ 分析方法 

 

１ 量的分析 

28 項目（5 件法）の回答については，既存の因子を採用し得点化し，その因子を基にクラ

スター分析を行った。さらにフェイスシートを用いて，χ²検定（独立性の検定）および残

差分析を行った。 

 

２ 質的分析 

記述回答については，クラスターごとの記述回答をＫＪ法により，学校長の感じている特

別支援教育に対する課題意識についてまとめた。 
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第３節 結果 
 

１ 量的分析結果 

 既存の 7つの因子を用いてクラスター分析（k-means 法）を行った結果，合理的に分類可

能な 4つのクラスターを抽出することができた（図 1）。クラスター1は 39 校，クラスター2

は 10 校，クラスター3は 34 校，クラスター4は 25 校であった。これら 4つのクラスターに

対し，フェイスシートのデータを用いてχ二乗検定（独立性の検定）および残差分析を行っ

たところ，表 1に示す通り，すべての因子がプラスであるクラスター3は，定期的に教育相

談委員会が開催されており，特別な支援ニーズのある生徒については情報共有がなされてい

る学校群に有意に多く（p<.005），すべての因子がマイナスであるクラスター2は，特別な支

援ニーズのある生徒に対する情報共有の場がほとんど整備されていない学校群に有意に多か

った（p<.005）。 

 

図 1 

 

 

表 1 
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２ 質的分析結果 

 

 すべての因子がプラスであるクラスター3（積極群）とすべての因子がマイナスであるク

ラスター2（消極群）の各学校長の特別支援教育に関する課題意識について記述回答をまと

めた結果，前者では「人員不足」「研修会の必要性」「現状の組織の限界」等である一方で，

後者では「教員の無理解」「転退学すればいいという考え方が根強い」「年配教員の意識」等

であった。 

 

クラスター2（消極群）の各学校長の特別支援教育に関する課題意識 

 
 
 
クラスター3（積極群）の各学校長の特別支援教育に関する課題意識 
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第４節 考察 
 
 クラスター3（積極群）では校内委員会が定期的開催され，教員間の情報共有がなされて

おり，学校長の課題意識もこれからを見据えた建設的な記述回答がみられた。一方でクラス

ター2（消極群）では教員間の情報共有の機会が乏しく，学校長の課題意識も教員の無理解

や組織文化に関するものであった。フェイスシートにおける偏差値帯での有意差がでなか

った点は，特別支援教育コーディネーターや公民科担当教師と相違するところであった。こ

れは，いずれの学校群においても学校長の課題意識は生徒ではなく教員にあることがわか

る。つまり，学校長として校内支援体制や教科担当教師の授業方法について改善を求めてい

ることになる。学習指導要領総則(2018)が示す「個々の生徒の障害の状態に応じた指導内容

や指導方法の工夫」は，すべての学校に求められていることからも，すべての学校群で校内

支援体制や教科教育における支援を進めていくことは，高等学校における喫緊の課題であ

るといえよう。 

 

 

 
第５節 まとめ 

 本調査によって般化された高等学校特有の課題について，定期に開催されている校長会

等の場で情報共有をすることができれば，課題意識のある学校長とより具体的な情報交換

ができるため，今後の自身の課題としたい。 
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第五章 研究Ⅴ  

発達障害（その可能性）のある生徒の修学上の複合的な困

難さを把握するためのスクリーニング項目の検討 
 

 

第１節 目的 
 
第四章で述べた通り，高等学校においては，発達障害（その可能性）のある生徒の実態

を把握することが必要となっているとともに，スクリーニングやアセスメントに基づく個

別支援や合理的配慮に基づいた学習指導を行うことや卒業後の進路を見据えた指導をして

いくことが現場教員には求められている。しかしながら，学校現場における包括的な生徒

理解の実践方法は課題として残されている。文部科学省（2022）の調査は，教員を回答者

とする他者評価であることや，単一の障害特性に焦点化していることから高校生が抱える

複合的な困難さを捉えることができていない。 

 そこで本研究では，高等学校における発達障害（その可能性）のある生徒の実態を把握

するためのスクリーニング項目を検討すると同時に生徒の抱える複合的な困難さについて

明らかにすることを目的とする。竹達・橋本・日下他（2022）は，発達障害（その可能

性）のある生徒は，課題が提出できない，補習に来ない，考査の点数が取れない等の個人

特性による学校不適応の要因をもつことを明らかにしている。さらに集団参加の苦手さか

ら，学校不適応症状を引き起こすことも示している。このことから，困難な場面での対処

能力や，他者とのコミュニケーションスキルをスクリーニング項目として標準化すること

ができれば，発達障害（その可能性）のある生徒たちへの進級・卒業等に向けた現実的な

対応方法の策定に寄与することができると考える。 
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第２節 方法 
 

１ 調査期間 

 2022 年４月～６月に実施。 

 

２ 調査対象・調査方法 

 楽天インサイトを用いたインターネット調査により，保護者と本人からの同意が得られ

た全国の高校生 1,000 名をスクリーニング調査の対象とした．同意を得る方法として，2段

階の設問を設けた。まずは保護者から高校生の子どもがアンケートに協力することへの許

可を得た（設問にクリックする）上で，高校生本人からもアンケートへの協力許可を得た（設

問にクリックする）。 

スクリーニング項目（47項目 13 因子）は既存の確立された心理尺度を採用し，それぞれ 5

件法にて回答を求めた。すべての都道府県から回答を得ることができ，回答者数は高校 1年

生 333 名，高校 2年生 333 名，高校 3年生 334 名の計 1000 名（男女比率 55.3：44.7）であ

った。なお，回答に不備はなかったため，すべての回答を分析対象とした。  

 

 

３ 倫理的配慮 

 本研究は東京農工大学倫理委員会より承認を受けて実施している（承認番号 220404－

0403）。 

 

４ 調査内容 

（１）調査項目 

本調査で実践したスクリーニング項目（47項目 13因子）は既存の確立された心理尺度で

あり，発達障害（その可能性）のある生徒を把握するため，松下・福盛・一宮（2014）によ

る修学上の不器用さ（ADHD・LD 様の困難さ）尺度（4件法）と友人関係を築くことの困難さ

（ASD 様の困難さ）尺度（４件法）を採用した．他者とのコミュニケーションスキルとして，

鶴田・有倉（2007）によるアサーションスキル尺度（5件法）を採用し，困難な場面に遭遇

した場合の対処方法として，丹治（2011）による対処方略尺度（5件法）を採用した。いず

れの尺度も高校生および大学の新入生を対象とした調査研究から開発された尺度であり，

本研究の回答者が高校生である点を踏まえ，より平易で簡便な表現のものを選択した。調査

実施前に調査項目の表現や文言について，大学教員 2 名と高等学校教員 1 名によって高校
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生向けに精査し，最終確認を経て完成版とした．尚，回答は，「1.まったくあてはまらない」

「2.あてはまらない」「3.どちらともいえない」「4.あてはまる」「5.とてもあてはまる」の

5 件法に統一し回答を求めた。 

 

（２）因子の構成 

発達障害（その可能性）のある生徒の困難さを示す因子は①［修学上の不器用さ（ADHD・

LD 様の困難さ）］因子と②［友人関係を築くことの困難さ（ASD 様の困難さ）］因子である。

①は，「教師の指示を聞き逃すことやメモをしないとすぐに忘れてしまうことが多い」「二つ

以上の作業を同時にこなそうとすると混乱してしまう」「黒板を写しながら，同時に教師の

話を聴いて理解することができない」「スケジュール管理が苦手で，締め切りを守れないこ

とがとても多い」「課題（作文やレポート）をするときに，具体的にやることが指示されて

いればできるが，自分で考えなさいと言われると全くできなくなる」「急な予定変更などが

あるとどうしていいか分からなくなってしまう」の 6項目，②は，「人と会話することが非

常に苦手だ」「周囲の人から孤立してしまい友人ができにくい」「人と話すときに何を話して

いいかわからなくなり思考が止まってしまう」「場の雰囲気を呼んでそれに合わせることが

できず周囲から浮いてしまう」「急な予定変更などがあると，どうしていいか分からなくな

ってしまう」の 5項目から構成される。 

コミュニケーションスキルとして，相手も自分も大事にする自己表現と定義されるアサ

ーションスキルを示す尺度は③［肯定アサーション］因子，④［適切な話し方］因子，⑤［支

援要請］因子，⑥[異なる意見表明]因子である。③は，「自分の言動が友人を傷つけたとわ

かったら，傷つけたことを認め関係の修復に努めることができる」「自分の言ったことが間

違いだとわかったら，素直に「間違えた」「ごめんなさい」と言える」「人をほめたり，感謝

の気持ちを表すことが苦手である（反転項目）」「友人を誘うときは，相手の都合も配慮した

声かけができる」「友人からの誘いに応じられないときは理由を言って断ったり，また別の

機会などと違う条件での提案ができる」「相手の話にうなずき，相槌をうちながら会話をは

ずませることができる」の 6項目，④は，「自分の視線・表情・姿勢などに気を配って相手

を確認しながら話をできる」「相手にわかりやすい言葉を選び，はっきりとした声で相手に

伝えることができる」の 2項目，⑤は，「自分が困っているときには，友人に助けを求める

ことができ，ちょっとした頼みごとができる」「知らないことや難しくてわからないことが

あったとき，友人に質問することができる」の 2項目，⑥は，「友人が間違ったことを言っ

ているときは，それは違うとはっきりいえる」「友人から不当な要求をされたり，やりたく

ないことを頼まれたりしても理由を言って断れる」「話し合いの中で相手と意見が違ったと
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き自分の意見を言える」の 3項目から構成される。 

困難な場面に遭遇した場合の対処方略を示す尺度は⑦［放棄諦め］因子，⑧［肯定的解釈］

因子，⑨［計画立案］因子，⑩［責任転嫁］因子，⑪［気晴らし］因子，⑫[カタルシス]因

子，⑬[情報収集]因子である。⑦は，「どうすることもできないと解決を先延ばしにする」

「自分では手におえないと考え放棄する」「対処できない問題だと考え諦める」の 3項目，

⑧は，「悪いことばかりでないと楽観的に考える」「今後はよいこともあるだろうと考える」

「悪い面ばかりでなくよい面をみつけていく」の 3項目，⑨は，「原因を検討しどのように

していくべきか考える」「どのような対策をとるべきか綿密に考える」「過ぎたことの反省を

ふまえて次にすべきことを考える」の 3項目，⑩は，「自分は悪くないと言い逃れをする」

「責任を他の人におしつける」「口からでまかせを言って逃げ出す」の 3項目，⑪は，「スポ

ーツや趣味などを楽しむ」「友達と買い物やおしゃべりなどで時間をつぶす」「友達と食事に

いく」の 3項目，⑫は，「誰かに話を聞いてもらい，気を静めようとする」「誰かに話を聞い

てもらって冷静さを取り戻す」「誰かに愚痴をこぼして気持ちをはらす」の 3 項目，⑬は，

「力のある人に教えを受けて解決しようとする」「詳しい人から自分に必要な情報を収集す

る」「既に経験した人から話を聞いて参考にする」の 3項目で構成される。 

 

５ 分析方法 

修学上の不器用さ（ADHD 様の困難さ・LD 様の困難さ）尺度，友人関係を築くことの困難

さ（ASD 様の困難さ）尺度をそれぞれ従属変数とし，アサーションスキル尺度 4因子（肯定

的アサーション・異なる意見の表明・適切な話し方・支援要請）と対処方略尺度 7 因子（カ

タルシス・放棄あきらめ・計画立案・情報収集・肯定的解釈・回避的思考・責任転嫁）を独

立変数とする重回帰分析（全投入法・減増法）によって。尺度間の影響について予測した。

また修学上の不器用さ（ADHD 様の困難さ・LD様の困難さ）尺度と友人関係を築くことの困

難さ（ASD 様の困難さ）尺度についてのカットオフ値を検討するため，増田・大山・銘苅他

（2018），玉那覇・田中（2019），鳥居・藤本（2017），韓・矢野・小原他（2017）が示すよ

うに，平均値と標準偏差（以下 SD）による判別方法を採用し，平均値から＋2SD 以上離れて

いる高校生の割合を算出した。また文部科学省（2022）の調査結果と比較するために母比率

信頼区間の推定を行った。 
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第３節 結果 
 
①修学上の不器用さ（ADHD 様の困難さ・LD 様の困難さ）は，③肯定アサーション・④適

切な話し方・⑦放棄諦め・⑧肯定的解釈・⑨計画立案・⑩責任転嫁によって有意に予測さ

れた（表 1）。一方で，⑤支援要請（p=.444），⑥異なる意見表明（p=.520），⑪気晴らし

（p=.419），⑫カタルシス（p=.055），⑬情報収集（p=.505）については，有意な効果は認

められなかった。 

②友人関係を築くことの困難さ（ASD 様の困難さ）は，肯定アサーション・適切な話し

方・支援要請・放棄諦め・計画立案・責任転嫁・気晴らしによって有意に予測された（表

2）。一方で，⑥異なる意見表明（p=.197），⑧肯定的解釈（p=.085），⑫カタルシス

（p=.886），⑬情報収集（p=.365）については，有意な効果は認められなかった。 

以上のことから，修学上の不器用さ（ADHD 様の困難さ・LD様の困難さ）尺度の高得点者

と友人関係を築くことの困難さ（ASD 様の困難さ）尺度の高得点者は，共通して肯定アサ

ーション・適切な話し方・計画立案ができない傾向にあることや，放棄諦め・責任転嫁し

てしまう傾向にあることが明らかとなった。前者は肯定的解釈が苦手な傾向があり，後者

は支援要請・気晴らしができない傾向にあることが明らかとなった．両者ともに適切な話

し方・放棄諦め・責任転嫁の標準化係数が大きいことが結果から読み取ることができる。

一方で，有意な効果が認められなかった項目に共通しているのは，⑥異なる意見表明，⑫

カタルシス，⑬情報収集であった。 

また，①修学上の不器用さ（ADHD 様の困難さ・LD様の困難さ）尺度，②友人関係を築く

ことの困難さ（ASD様の困難さ）尺度について，平均値および標準偏差（以下 SD）を求

め，平均値から 1SD以上 2SD の人数・割合，2SD以上の人数・割合を算出した（表 3）。さ

らには母比率信頼区間の推定を行い文部科学省（2022）調査との比較を行った（表 4）。 
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第４節 考察 
 

生徒の情報を収集し支援ニーズについて整理するためのスクリーニングは，発達障害

（その可能性）のある生徒の複合的な困難さに対し個別支援や合理的配慮を行う判断材料

となり，単位修得等に向けた一助となり得る。以下，スクリーニングの結果を受け，発達

障害（その可能性）のある生徒の複合的な困難さについて整理をすすめる。  

表１より，①［修学上の不器用さ（ADHD・LD 様の困難さ）］因子得点の高い生徒は，③

［肯定アサーション］因子得点・④［適切な話し方］因子得点・⑧［肯定的解釈］因子得

点・⑨［計画立案］因子得点が低くなる傾向にあるとともに，⑦［放棄諦め］因子得点・

⑩［責任転嫁］因子得点が高くなる傾向にあることがわかる。竹達・橋本・日下他

（2022）は，発達障害（ADHD・LD 様の困難さ）のある生徒個人の特性によって，「課題提

出ができない」「身の回りの整理ができない」「欠席や遅刻が多い」などの生活面における

問題が，「補習に来ない」「授業についていけない」「教科担当者とトラブルになる」などの

学習面における問題に発展している可能性を示唆している。本スクリーンニングから得ら

れた結果から顧みると，⑨［計画立案］が苦手であることや，⑦［放棄諦め］・⑩［責任転

嫁］してしまう傾向が強いことが生活面における問題及び学習面における問題を発生させ

ている要因と考えられる。また③［肯定アサーション］・④［適切な話し方］が苦手なた

め，他者とのコミュニケーションが難しく，自身の行動について説明できないことが考え

られる。高等学校においては，教員や友人からこれら複合的な困難さについて理解や支援

がなされない場合，学習面における問題が同時に発生していることから，単位未修得状態

に陥り，進級・卒業不可の判定がなされ転退学へと追い込まれてしまうケースもある。学

校は発達障害やその可能性のある生徒の特性について，校内委員会や拡大学年会(担任学年

と教科担当者による会議)等で教員間の情報共有を行う必要があり，文部科学省(2018)が示

すように教科担当教師に合理的配慮に基づいた学習指導や個別支援を依頼することで，単

位未修得に至るケースを回避する必要がある。そのため，該当生徒の情報を収集し支援ニ

ーズについて整理するためのケース会議を開くことや，その情報を伝達する場(校内委員

会・拡大学年会等)を設けることが求められる。 

表２より，②［友人関係を築くことの困難さ（ASD 様の困難さ）］因子得点の高い生徒は，

③［肯定アサーション］因子得点・➃［適切な話し方］因子得点・⑤［支援要請］因子得点・

⑨［計画立案］因子得点・⑪［気晴らし］因子得点が低くなる傾向にあるとともに，⑦［放

棄諦め］因子得点・⑩［責任転嫁］因子得点が高くなる傾向にあることがわかる。玉村・黒

田・向井他（2019）17）は，発達障害（ASD 様の困難さ）のある生徒が集団の中で，刺激への
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過敏（感覚過敏）から不快感や不安，緊張など情動を錯乱させ，回避行動としての離室ある

いはこだわり（反復的常道行動）を生起させる可能性を示唆している。また竹達・橋本・日

下他（2022）は，集団参加に制約のある生徒の「感覚過敏」「状況把握が苦手」「こだわりが

強い」などの学校不適応要因は，集団の中で上手く適応できないことにより，「友人関係が

築けない」「クラス内で孤立してしまう」「感情がコントロールできない」という状態に発展

している可能性を示唆した。本スクリーンニングから得られた結果から顧みると，③［肯定

アサーション］・➃［適切な話し方］・⑤［支援要請］といったコミュニケーションスキルが

苦手な傾向にあるため，集団参加における問題を発生させている要因と考えられる。さらに

は，困難な場面に遭遇した場合，⑦［放棄諦め］・⑩［責任転嫁］傾向にあり，⑪［気晴ら

し］ができないことから，「精神疾患(適応障害・パーソナリティ障害・摂食障害・気分障害・

不安症・場面緘黙症・被害妄想・服薬)」のような不適応症状が発症してしまうことも考え

られる。欠席日数が増加してしまうと高等学校の履修基準を満たすことが出来ず，科目未履

修によって進級・卒業不可の判定がなされ，転退学へと追い込まれてしまうケースにつなが

る。このようなケースを回避する為に，早期に生徒の特性を把握し専門職支援者との連携を

とる必要があるだろう。田口・橋本(2015)15）は，精神疾患のある生徒について早期にスクー

ルカウンセラーや心療内科等の医療機関と連携をとることが効果的であることを報告して

おり，小林(2015)5)はＡＳＤ者の二次障害化を防ぐための高等学校や高等教育機関で実践さ

れたプログラムを紹介しており，中塚・片岡(2014)によるセルフ・アドボカシースキル形成

プログラムや，下山・岡田・石山(2013)によるアンガーマネジメントプログラムなど，学校

現場の教員でも行うことのできる心理教育プログラムの導入も必要に応じて検討していく

べきであろう。 

表 3 より，①［修学上の不器用さ（ADHD・LD 様の困難さ）］因子得点について平均値より

2SD 以上の高校生は 23名（2.3％）であった。また②［友人関係を築くことの困難さ（ＡＳ

Ｄ様の困難さ）］因子得点について平均値より 2SD以上の高校生は 47名（4.7％）であった。

表 3と文部科学省（2022）の調査を比較した表 4からは，本調査における①［修学上の不器

用さ（ADHD・LD 様の困難さ）］因子得点が平均値より 2SD 以上の高校生と，文部科学省（2022）

調査における「学習面又は行動面で著しい困難さを示す」とされた生徒の割合が近似した値

をとっていることがわかる。このことから本スクリーニング項目の ADHD 様の困難さ・LD様

の困難さ尺度については，一定の実用性を認めることができる。一方で，本調査における②

［友人関係を築くことの困難さ（ＡＳＤ様の困難さ）］因子得点について平均値より 2SD 以

上の高校生と，文部科学省（2022）調査における「対人関係やこだわり等の問題を著しく示

す」とされた生徒の割合は近似した値とはいえない。この相違については，本調査が自己式
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のアンケート調査であり，文部科学省（2022）調査は担当教師による他者式であることが原

因と考えられる。学習面や行動面の問題は教師からみて把握しやすい一方で，高校生の対人

関係の困難さについて教師は把握しづらいことが推測できる。高等学校の教師は教科教育

が中心となり，生徒の休み時間や昼食等の様子を把握しづらいことは要因として大きい。高

校生自身による自己式のアンケート調査よりも，教師による他者式のアンケート調査の方

が著しく低い値をとっていることは注視すべき点である。学校・教師が生徒の ASD 様の困難

さを把握することができていない場合，集団参加における問題が発生してしまう可能性が

高く，不登校等につながることが懸念される。 

以上，本スクリーニング項目について検討した結果，発達障害（その可能性）のある生徒

の修学上の複合的な困難さについて整理することができた。①［修学上の不器用さ（ADHD・

LD 様の困難さ）］因子得点および②［友人関係を築くことの困難さ（ＡＳＤ様の困難さ）］

因子得点における平均値＋２SD 以上の生徒について，校内委員会等で早期に取り上げるこ

とで，教科担当教師が事前に把握することができるようになる。教科教育が中心となる高等

学校においては，スクリーニングで得られた結果や，それに基づいたスクールカウンセラー

によるコンサルテーションを校内委員会で共有することができれば，生徒の複合的な困難

さに対し個別支援や合理的配慮を行う判断材料となり，発達障害（その可能性）のある生徒

への単位修得等に向けた一助となり得る。教科担当教師が個別支援や合理的配慮に基づい

た学習指導を行うために，桂（2012）が示すように教科教育と特別支援教育を別物ではなく

連続的なものとして捉える意識が必要であろう． 

 

第５節 まとめ 
 
本研究で開発したスクリーニング項目をどのように学校現場で実施していくのか，実施

および運用方法については今後の課題である．養護教諭，スクールカウンセラー，特別支援

教育コーディネーター等によって構成される教育相談委員会で実施・運用されることが望

ましく，その情報を伝達する場(校内委員会・拡大学年会・ケース会議等)を設けることが必

要となる．また本研究で実施した自己式のスクリーニング方法は，教師の生徒理解に有用で

あると共に生徒自身の自己理解を促す効果も期待できる．しかしながら，他者評価も取り入

れた方法については本研究では言及できていない．橋本・熊谷・大伴他（2014）3)が標準化

した教師・保護者によるアセスメントツール等も校内で併用していくことができれば，生

徒・担任教師・教科担当教師の間で相互理解を深めることができる． 
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【本論 第２部 実践研究】 
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第六章 研究Ⅵ  

学校現場における発達障害（その可能性）のある生徒を支

援するためのスクリーニング方法の実践 
 

 
第１節 目的 
 
愛知教育大学（2019）は，教科教育における発達障害のある生徒の困難さ（提出物・整理

整頓・作業の遅延・対人関係の苦手さ等）は全教科・全科目に共通していることを示してお

り，特に授業中において，ADHD 様の困難さのある生徒は，提示された資料から学習課題を

理解できないことや，自分の発言や行動を抑えることが苦手で話し合い活動が困難である

としている。また ASD 様の困難さのある生徒は，自分の興味のあることだけを一方的に話し

てしまうことや，自分の考えに強くこだわり他者の立場や考え方を尊重することができて

いないとしている。文部科学省（2022）は，発達障害のある生徒への合理的配慮について，

学習面の特性による困難さ及び行動面の特性による困難さ，対人関係面の特性による困難

さに対し，個別的配慮が必要であるとしている。これらの困難さは，実際の高等学校では単

位修得等に関わってくる問題となり得るため，学校現場としては事前に発達障害（その可能

性）のある生徒を把握するための方法が必要となってくる。 

以上のことから，高等学校においては，発達障害のある生徒の特性を理解することが必要

となっているとともに，スクリーニングやアセスメントに基づく個別支援や合理的配慮に

基づいた学習指導を行うことや卒業後の進路を見据えた指導をしていくことが現場教師に

は求められている。しかしながら，学校現場における包括的な生徒理解の実践方法は課題と

して残されている。文部科学省（2022）の調査では，教師を回答者とする他者評価であるこ

とや，単一の障害特性に焦点化していることから高校生が抱える複合的な困難さを捉える

ことができていない。一方で，研究Ⅴでは，全国の高校生 1,000 名に対してアンケート調査

を実施し，高等学校の教科教育を行うにあたって事前に実施するスクリーニング方法につ

いて検討した（竹達・橋本・田中他，2022）。修学上の不器用さ（ADHD 様の困難さ・LD 様の

困難さ）尺度，友人関係を築くことの困難さ（ASD 様の困難さ）尺度をそれぞれ従属変数と

し，アサーションスキル尺度 4 項目（肯定アサーション・異なる意見の表明・適切な話し

方・支援要請）と対処方略尺度 7項目（カタルシス・放棄諦め・計画立案・情報収集・肯定

的解釈・回避的思考・責任転嫁）を独立変数とする重回帰分析によって尺度間の影響につい

て予測し，その結果，修学上の不器用さは，肯定アサーション・適切な話し方・放棄諦め・

肯定的解釈・計画立案・責任転嫁によって有意に予測された（表 1）。また友人関係を築く
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ことの困難さは，肯定アサーション・適切な話し方・支援要請・放棄諦め・計画立案・責任

転嫁・気晴らしによって有意に予測された（表 2）。つまり，修学上の不器用さ（ADHD 様の

困難さ・LD 様の困難さ）尺度の高得点者と友人関係を築くことの困難さ（ASD 様の困難さ）

尺度の高得点者は，共通して肯定アサーション・適切な話し方・計画立案ができない傾向に

あることや，放棄諦め・責任転嫁してしまう傾向にあることが明らかとなった。一方で前者

は肯定的解釈が苦手な傾向があり，後者は支援要請・気晴らしができない傾向にあることが

明らかとなった。両者ともに適切な話し方・放棄諦め・責任転嫁の標準化係数が大きいため，

これらの特性を教科担当教師が事前に把握することができるようになれば，個別支援や合

理的配慮を行う判断材料となり得る。 
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そこで本研究では，竹達・橋本・田中他（2022）によって検討されたスクリーニング項目

を高等学校に在籍する生徒たちを対象に実施し，その有用性について検証することを目的

とする。さらに，スクリーニング結果から抽出した生徒の具体的事例を挙げ，実際に生徒が

もつ困難さに対し，どのような個別支援や合理的配慮ができるかについて検討する。スクリ

ーニング項目を標準化し，具体的な対応方法について検証することができれば，発達障害の

ある生徒への単位修得等に向けた現実的な対応方法に寄与することができると考える。 
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第２節 方法 
 

１ 調査時期・対象 

 20XX 年 4 月に，公立 A高等学校第 3学年の 1クラス 40 名を対象とした。 

 

２ 調査手続き 

 公立 A高等学校の第３学年の１クラス(発達障害の診断のある生徒やその可能性のある生

徒を含む計 40 名)をスクリーニングの対象とした（以下 3 年 B 組 40 名とする）。本調査研

究については，公立 A高等学校長に研究概要と研究計画を説明して内諾を得ており，すべて

の生徒ならびに，その保護者に三者面談で了承を得ている。スクリーニング調査について，

LHR で実施し調査時間は 20 分程度を見込んでいる。体調不良等を理由に実施できない生徒

がいる場合は別途実施する。調査の結果は個別の情報として対象生徒ごとに報告する。 

 

３ 倫理的配慮 

 本研究の目的や方法，個人情報の留意について公立 A高等学校長から許可を得た上で，三

者面談で対象となる生徒本人と保護者に説明した。また，同意の拒否・撤回は随時可能であ

ること，対象生徒が不利益を受けないことを伝えた。また，本研究は東京学芸大学研究倫理

委員会より事前に承認を受けている（受付番号：558）。 

 

４ 調査内容 

（１）調査項目 

竹達・橋本・田中他（2022）によって検討されたスクリーニング項目（36 項目 10 因子）

を実施した。使用している項目は既存の確立された尺度であり，松下・福盛・一宮（2014）

による修学上の不器用さ（ADHD・LD 様の困難さ）尺度と友人関係を築くことの困難さ（ASD

様の困難さ）尺度，平木（1993）；鶴田・有倉（2007）によるアサーションスキル尺度，丹

治（2011）による対処方略尺度を高校生向けに精査している。尚，「1.まったくあてはまら

ない」「2.あてはまらない」「3.どちらともいえない」「4.あてはまる」「5.とてもあてはまる」

の 5件法で回答を求めた。 

 

（２）因子の構成 

発達的修学困難さを示す因子は①［修学上の不器用さ（ADHD・LD 様の困難さ）］因子と②

［友人関係を築くことの困難さ（ASD 様の困難さ）］因子である。①は，「教師の指示を聞き
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逃すことやメモをしないとすぐに忘れてしまうことが多い」「二つ以上の作業を同時にこな

そうとすると混乱してしまう」「黒板を写しながら，同時に教師の話を聴いて理解すること

ができない」「スケジュール管理が苦手で，締め切りを守れないことがとても多い」「課題（作

文やレポート）をするときに，具体的にやることが指示されていればできるが，自分で考え

なさいと言われると全くできなくなる」「急な予定変更などがあるとどうしていいか分から

なくなってしまう」の 6項目，②は，「人と会話することが非常に苦手だ」「周囲の人から孤

立してしまい友人ができにくい」「人と話すときに何を話していいかわからなくなり思考が

止まってしまう」「場の雰囲気を呼んでそれに合わせることができず周囲から浮いてしまう」

「急な予定変更などがあると，どうしていいか分からなくなってしまう」の 5項目から構成

される。 

相手も自分も大事にする自己表現と定義されるアサーションスキル（平木，1993）を示す

因子は③［肯定アサーション］因子，➃［適切な話し方］因子，⑤［支援要請］因子である。

③は，「自分の言動が友人を傷つけたとわかったら，傷つけたことを認め関係の修復に努め

ることができる」「自分の言ったことが間違いだとわかったら，素直に「間違えた」「ごめん

なさい」と言える」「人をほめたり，感謝の気持ちを表すことが苦手である（反転項目）」「友

人を誘うときは，相手の都合も配慮した声かけができる」「友人からの誘いに応じられない

ときは理由を言って断ったり，また別の機会などと違う条件での提案ができる」「相手の話

にうなずき，相槌をうちながら会話をはずませることができる」の 6項目，➃は，「自分の

視線・表情・姿勢などに気を配って相手を確認しながら話をできる」「相手にわかりやすい

言葉を選び，はっきりとした声で相手に伝えることができる」の 2 項目，⑤は，「自分が困

っているときには，友人に助けを求めることができ，ちょっとした頼みごとができる」「知

らないことや難しくてわからないことがあったとき，友人に質問することができる」の 2項

目から構成される。 

困難な場面に遭遇した時の対処方略を示す因子は⑥［放棄諦め］因子，⑦［肯定的解釈］

因子，⑧［計画立案］因子，⑨［責任転嫁］因子，⑩［気晴らし］因子である。⑥は，「ど

うすることもできないと解決を先延ばしにする」「自分では手におえないと考え放棄する」

「対処できない問題だと考え諦める」の 3項目，⑦は，「悪いことばかりでないと楽観的に

考える」「今後はよいこともあるだろうと考える」「悪い面ばかりでなくよい面をみつけてい

く」の 3 項目，⑧は，「原因を検討しどのようにしていくべきか考える」「どのような対策を

とるべきか綿密に考える」「過ぎたことの反省をふまえて次にすべきことを考える」の 3項

目，⑨は，「自分は悪くないと言い逃れをする」「責任を他の人におしつける」「口からでま

かせを言って逃げ出す」の 3項目，⑩は，「スポーツや趣味などを楽しむ」「友達と買い物や
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おしゃべりなどで時間をつぶす」「友達と食事にいく」の 3項目で構成される。 

 

５ 分析方法 

本研究では，全国の高校生 1,000 名のデータと公立 A高等学校３年 B組 40 名のデータを

比較検討していく。5件法で得られた 10因子の得点について，平均値と標準偏差（以下 SD）

を算出する。また，全国平均値＋１SD 以上 2SD 未満と全国平均値＋2SD 以上に分類される

生徒の割合を算出し比較検討する。さらに全国平均値＋2SD 以上に分類された生徒個々に着

目し，それぞれの生徒が抱える困難さについて具体事例を挙げ，その対応方法について検討

する。スクリーニング結果は実際に発達障害（その可能性）のある生徒と一致しているのか，

さらには教科教育に役立てることができるのか，これらの観点について検討する。 
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第３節 結果 
 

 調査当日に出席していた 38名の生徒に対し実施したスクリーニングは，当初見込んでい

た通りすべての生徒が 20分以内に回答を終えることができた。調査当日に欠席した 2名に

ついては後日実施し，2名とも 20分以内に回答を終えることができた。 

①～⑩の各因子得点について，平均値・SD を算出し比較したものが表３である。公立 A高

等学校３年 B組 40名は，全国の高校生 1,000 名と比較した場合，①・②・③・⑥・⑨の因

子得点の平均値が低く，④・⑤・⑦・⑧・⑩の因子得点の平均値が高かった。このことから，

公立 A高等学校３年 B組 40 名は，発達的修学困難さを示す「修学上の不器用さ（ADHD・LD

様の困難さ）」・「友人関係を築くことの困難さ（ASD様の困難さ）」の因子得点は共に全国平

均値よりも低かった。また，対処方略を示す「放棄諦め」・「責任転嫁」の因子得点は全国平

均値よりも低かった。一方で，アサーションスキルを示す「適切な話し方」・「支援要請」お

よび，対処方略を示す「肯定的解釈」・「計画立案」・「気晴らし」についての因子得点は，全

国平均値よりも高かった。 

次に発達的修学困難さを示す①と②について，因子得点の全国平均値＋１SD 以上 2SD 未

満および全国平均値＋2SD 以上に分類される生徒の割合を示したものが表４である。①［修

学上の不器用さ（ADHD・LD 様の困難さ）］因子得点において，全国の高校生 1,000 名のうち

143 名（14.3％）が全国平均値＋１SD 以上 2SD 未満に分類され，23 名（2.3％）が全国平均

値＋2SD 以上に分類された。一方，A高等学校３年 B組 40 名のうち 6名（15.3％）が全国平

均値＋１SD 以上 2SD 未満に分類され，1名（2.5％）が全国平均値＋2SD 以上に分類された。

これは，文部科学省（2022）や東京都教育委員会（2016）が示した 2.2％と近い数値となっ

た。②［友人関係を築くことの困難さ（ASD 様の困難さ）］因子得点において，全国の高校生

1,000名のうち118名（11.8％）が全国平均値＋１SD以上2SD未満に分類され，47名（4.7％）

が全国平均値＋2SD以上に分類された。一方，A高等学校３年 B組 40 名のうち 4名（10.0％）

が全国平均値＋１SD 以上 2SD 未満に分類され，2 名（5.0％）が全国平均値＋2SD 以上に分

類された。 

表 4 において分類された生徒個々に着目し，11 名の生徒の得点を表５に示す。生徒 C・生

徒 D・生徒 G・生徒 H・生徒 I・生徒 M は，①［修学上の不器用さ（ADHD・LD 様の困難さ）］

因子得点において全国平均値＋１SD 以上 2SD 未満に分類された生徒であり，生徒 F は同因

子得点において全国平均値＋2SD 以上に分類された生徒である。生徒 D・生徒 I・生徒 J・生

徒 L は，②［友人関係を築くことの困難さ（ASD 様の困難さ）］因子得点において全国平均

値＋１SD 以上 2SD 未満に分類された生徒であり，生徒 E・生徒 K は同因子得点において全
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国平均値＋2SD 以上に分類された生徒である。また①・②両方に重複しているのは生徒 Dと

生徒 Iである。 
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第４節 考察 
 
 表１より，①［修学上の不器用さ（ADHD・LD 様の困難さ）］因子得点の高い生徒は，③［肯

定アサーション］因子得点・④［適切な話し方］因子得点・⑦［肯定的解釈］因子得点・⑧

［計画立案］因子得点が低くなる傾向にあるとともに，⑥［放棄諦め］因子得点・⑨［責任

転嫁］因子得点が高くなる傾向にあることがわかる。表５において，全国平均値＋2SD 以上

に分類された生徒 F の回答に着目すると，①［修学上の不器用さ（ADHD・LD 様の困難さ）］

因子を構成している「教師の指示を聞き逃すことやメモをしないとすぐに忘れてしまうこ

とが多い」「二つ以上の作業を同時にこなそうとすると混乱してしまう」「黒板を写しながら，

同時に教師の話を聴いて理解することができない」「スケジュール管理が苦手で，締め切り

を守れないことがとても多い」「課題（作文やレポート）をするときに，具体的にやること

が指示されていればできるが，自分で考えなさいと言われると全くできなくなる」の項目に

「５．とてもあてはまる」としていることから，教科担当者は，これらの点に配慮しながら

授業を進行する必要がある。また，③［肯定アサーション］因子得点は全国平均値－２SD以

上であることから，グループ学習等の時には一方的な意見になる可能性がある。さらに，⑥

［放棄諦め］因子得点は全国平均値＋２SD 以上であることから，課題や提出物を出さない

ことや，補講に来ないこと等が推察できる。これら生徒 Fの複合的な困難さについて，３年

B 組を担当している５名の教科担当教師と情報共有をし，意見を求めたところ，生徒 F の普

段の授業の様子と合致していることが確認できた。実際に生徒 Fは ADHD の診断があるが，

単位未修得科目もあり，米田（2018）が示すような「代替達成水準に基づく評価」が浸透し

ているとは言い難い。一方で，公立 A 高等学校では生徒 F の情報を学年部から教科担当者

に周知し，家庭科や体育科等の実技科目では課題内容や提出期限について個別対応がなさ

れており，国語科担当教師からも作文課題について具体的な指示がなされている。 

表２より，②［友人関係を築くことの困難さ（ASD 様の困難さ）］因子得点の高い生徒は，

③［肯定アサーション］因子得点・④［適切な話し方］因子得点・⑤［支援要請］因子得点・

⑧［計画立案］因子得点・⑩［気晴らし］因子得点が低くなる傾向にあるとともに，⑥［放

棄諦め］因子得点・⑨［責任転嫁］因子得点が高くなる傾向にあることがわかる。表５にお

いて，全国平均値＋2SD 以上に分類された生徒 Eと生徒 Kの回答に着目すると，②［友人関

係を築くことの困難さ（ASD 様の困難さ）］因子を構成している「人と会話することが非常

に苦手だ」「周囲の人から孤立してしまい友人ができにくい」「人と話すときに何を話してい

いかわからなくなり思考が止まってしまう」「場の雰囲気を呼んでそれに合わせることがで

きず周囲から浮いてしまう」「急な予定変更などがあると，どうしていいか分からなくなっ

てしまう」の 5項目すべてに「５．とてもあてはまる」としている。このことから，生徒 E
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や生徒 K は，授業内でディスカッションやディベートが苦手な可能性があることを推察で

きる。生徒 E は，⑥［放棄諦め］因子得点が全国平均値＋２SD 以上であることから，グル

ープ学習等に参加しない（できない）ことが推察できる。生徒 Kは，③［肯定アサーション］

因子得点が全国平均値－２SD 以上であることから，グループ学習等の時には一方的な意見

になる可能性がある。これら生徒 E および生徒 K の複合的な困難さについて，３年 B 組を

担当している５名の教科担当教師と情報共有をし，意見を求めたところ，生徒 Eおよび生徒

K の普段の授業の様子と合致していることが確認できた。実際に生徒 E は ASD 傾向があり，

生徒 K は場面緘黙症があり，二人とも授業におけるグループ学習が苦手で他者と合意形成

が上手くできていない。公立 A高等学校では生徒 E・生徒 Kの情報を学年部から教科担当者

に周知することで，グループ学習頻度の高い公民科においては，グルーピング時にアサーシ

ョンスキルの高い生徒と組むなどの配慮がなされている。このように発達障害の可能性の

ある生徒を教科担当教師が事前に把握することができれば，教育的な支援につなげること

が可能となる。 

 以上，スクリーニング結果から着目した生徒 3名のうち，生徒Ｅはスクールカウンセラー

から ASD の見立てがあり，生徒 Fは ADHD の診断のある生徒であった。生徒 Kは場面緘黙症

のある生徒である。そのため，特別支援教育コーディネーターが主催する校内委員会で 3名

ともに取り上げられており，特別な教育的支援を必要とする生徒として一致している。本研

究で実施したスクリーニングから得られた結果と，教科担当教師の情報や校内委員会の情

報に一定の共通性がみられ，実施したスクリーニングが有用であったと判断することがで

きる。スクリーニングで得られる結果や校内委員会で共有される情報から，生徒の複合的な

困難さを教科担当教師が事前に把握することができるようになれば，個別支援や合理的配

慮を行う判断材料となり，発達障害（その可能性）のある生徒への単位修得等に向けた教科

教育の一助となるだろう。教科担当教師が個別支援や合理的配慮に基づいた学習指導を行

うためには，桂（2012）が示すように教科教育と特別支援教育を別物ではなく連続的なもの

として捉える必要がある。 
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第５節 まとめ 
 
第五章（研究Ⅴ）で検討したスクリーニング項目を実践した。教科担当教師の情報や校内

委員会の情報と一定の共通性がみられ，検討したスクリーニング項目が有用であったと判

断することができる。橋本・熊谷・大伴他（2014）が標準化した教師・保護者によるアセス

メントツール等も校内で併用していくことができれば，生徒・担任教師・教科担当教師の間

で相互理解が深まる。高等学校の教科教育においても特別支援教育の視点は一助となり得

ることから，両教育の視点を融合した実践研究を次の章にまとめる。 
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第七章 研究Ⅶ  

発達障害（その可能性）のある生徒を含む高等学校におけ

る通常学級での授業方法の検討と実践 
 

第１節 目的 
 
発達障害（その可能性）のある生徒をはじめとする高等学校における特別な教育手的支

援が必要な生徒に対し，高等学校の特別支援教育の遅れ（成績評価や単位認定への配慮の

欠落・発達障害に対する教員の学ぶ機会の少なさ）や，学び直しを主とする学校群におけ

る生徒の多様な問題について，その教育的支援の確立が急務である。さらに，発達障害の

ある生徒の困難さ（提出物・整理整頓・作業の遅延・対人関係の苦手さ等）は全教科・全

科目に共通しており，教科指導（授業）における実際的な対応が求められている。しかし

ながら，高等学校の教科教育において，合理的配慮に基づいた学習指導や UD に基づく授

業実践，スクリーニング・アセスメントによる個別支援を実施している高等学校は多くな

く，実践研究も進んでいない状況にある。 

そこで本研究では，進路多様校にあたる公立 A 高校において，保護者と生徒の同意が得

られた 1 クラス（40 名）を対象に行った授業実践を紹介する。実践した教科・科目は公民

科・現代社会である。文部科学省（2018）では，主体的・対話的で深い学びによって，知

識・技能，思考力・判断力・表現力，学びに向かう力人間性等の 3 観点を育成することを

謳っている。主体的・対話的で深い学びはすべての教科・科目に求められており，高等学

校公民科では，「他者との合意形成や将来的な社会参画を視野に入れながら構想したことを

議論する力を養う」ことを教科目標の一角としている。一方で，発達障害（その可能性）

のある生徒の多くがその障害特性から授業内に行われるグループディスカッションやディ

ベートといった学習活動にうまく参加できていない（井出，2022）。また，保護者や教員

が将来的に不安を抱く「他者との合意形成」や「将来の社会参画」について，高等学校公

民科は学習指導要領上唯一記載のある教科である。このことから，現代社会で扱う現実社

会の諸課題に対して，他者との合意形成や将来の社会参画を視野に入れながら，構想した

ことを議論する力（高等学校公民科における思考力・判断力・表現力）に焦点を当て，そ

の育成方法と評価方法について，実践事例を通して検討する。 
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第２節 方法 
 
１ 実施期間 

20XX 年 4 月～20XX 年 12 月に実施。 

 

２ 実施対象 

 公立 A 高等学校 3 年 B 組 40 名 

（うち ADHD 診断有生徒 1 名，ASD 診断有生徒１名，ASD 疑いのある生徒１名，場面緘

黙症のある生徒１名を含む） 

 

３ 実施内容 

高等学校公民科の目標は，①社会的な見方・考え方を働かせること，②現実社会の諸課題

を追究したり解決したりする活動をグループ学習によって学ぶ（経験する）こと，③公民と

しての資質・能力を育成することである。本研究では「授業方法」に重点を置き「学び方」

に関する①と②に絞って実践する。「現代社会」では適切な現実の課題を設定し，その課題

追究のための枠組みとなる「社会的な見方・考え方」を身に付けさせ，課題を追究し解決し

ようとする学びが求められている。また，選択・判断の手掛かりとなる概念や理論，公共的

な空間における基本原理を「社会的な見方・考え方」として習得した上で，それを活用して

法，政治，経済の課題学習を行う。本研究では現実社会の諸課題として以下５種類の課題を

設定した（表１）。 

表１ 授業を実践した単元および題材 

 単元 題材 対立軸 

１ 国民の司法参加 
裁判員制度１ 

さるかに合戦裁判 
死刑 懲役刑 

２ 国民の司法参加 
裁判員制度２ 

浦島太郎裁判 
懲役刑 執行猶予 

３ 市場経済のしくみ 国内養鶏飼育方法 ケージ飼育 
ケージフリー 

飼育 

４ 国際経済の諸課題 
発展途上国における

児童労働問題 

フェアトレード

商品の購入 

非フェアトレード

商品の購入 

５ 国際平和への課題 
日本の安全保障に 

ついて考える 

核兵器廃絶 

（軍備縮小） 

核兵器保有 

（軍備拡大） 
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４ 授業前準備（スクリーニング結果） 

対象クラス 40 名のうち，松下ら（2014）が作成した修学上の不器用さ（ADHD 様の困

難さ）尺度，友人関係の困難さ（ASD 様の困難さ）尺度を用いてスクリーニングを行い，

その結果に特徴のある生徒（平均値+2SD 以上）および発達障害の診断や見立てのある生

徒に着目した（表２：研究Ⅵにおける生徒 E・生徒 F・生徒 G）。授業で行うグループワー

クの題材は，現実社会の諸課題を扱い，すべての授業実践において論点を焦点化した。ま

た授業実践２以降では，他者との合意形成過程を構造化したワークシートを試みた。 

 

表２ スクリーニング結果から着目した生徒 3 名 

 既往症 
ADHD 様の 

困難さ尺度得点 

ASD 様の 

困難さ尺度得点 

肯定アサーション

因子得点 

 

生徒 E 

 

SC から ASD の見立て ＋１SD 以内 ＋2SD 以上 －1SD 以下 

 

生徒 F 

 

ADHD 診断有 ＋2SD 以上 －1SD 以下 －2SD 以下 

 

生徒 G 

 

ASD 診断有 ＋1SD 以上 －1SD 以下 －2SD 以下 

 

生徒 A 

 

特になし －1SD 以下 －1SD 以下 ＋1SD 以内 

 

５ 倫理的配慮 

本研究の目的や方法，個人情報の留意について公立 A 高等学校長から許可を得た上で，

三者面談で対象となる生徒本人と保護者に説明した。また，同意の拒否・撤回は随時可能

であること，対象生徒が不利益を受けないことを伝えた。また，本研究は東京学芸大学研

究倫理委員会より事前に承認を受けている（受付番号：558）。 
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６ 授業の進め方 

授業実践１では無作為にグルーピング（班分け）を行い，ワークシートは既存のものを

使用した。授業実践２以降は，スクリーニング結果を基に５名から６名にグルーピング

し，ADHD 診断有生徒 1 名，ASD 診断有生徒１名，ASD 疑いのある生徒１名，場面緘黙

症の生徒１名には，各スクリーニング得点の低値（平均値－1SD 以下）の生徒を同グルー

プに組み入れた。また，グループワークを進める上で，議題の順番を構造化し，以下の通

りワークシートに組み入れた。 

 

 授業の進行表 

１．課題に対する自身の意見表明 

（社会的な見方・考え方を用いる） 

２．ディスカッション or ディベート 

（自分の意見と対極にある意見をメモする） 

３．班の意見をまとめる 

（他者と議論しながら合意形成をしていく） 

４．まとめた班の意見に対し納得しているか 

（１納得している～５納得していない） 

５．４の理由 

（自身の思考の振り返り） 
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第３節 結果 
 
授業実践１（裁判員制度１ さるかに合戦裁判 NHK for school 引用） 

 

本時のグループ学習の争点 

猿が犯したとされる罪を，検察官が述べます。「被告人の猿は，何の落ち度もないカニの

命を無残に奪いました。事件当時 20 歳だった猿は，柿を取れずに困っていたカニの親子

に出会いました。猿は『自分が取ってやろう』と言って木に登り，熟れた柿を食べつくし

ました。そのことに，文句を言った母ガニに猿は逆上。まだ青くて硬い柿をしつように投

げつけました。何発も直撃を食らった母ガニと幼い娘二人は，体を砕かれ死亡しました。

猿は逮捕されるまでの 8 年間，逃亡を続けました。これは刑法第 199 条の殺人罪にあたり

ます。そして，この短絡的であまりにも残虐な犯行は，死刑が相当と考えます。」猿は，検

察官が述べた内容を全面的に認めました。その上で，弁護人は，犯行に至るまでの猿の境

遇に同情の余地があること，猿が十分に反省し更生していることから，「死刑にすべきでは

ない」と訴えます。啓介たち裁判員に突きつけられたのは，猿を死刑にするか，死刑にし

ないか，ひとつの命をめぐる判断なのです。 

 

生徒 A ADHD 様の困難さ・ASD 様の困難さ得点が低値（平均値－1SD 以下）の生徒 

・自分の意見もグループ以内の意見も書いている。 

・記述量も十分に書いている。 
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生徒 E（ASD 様の困難さ得点 平均値＋2SD 以上 ASD 見立て有） 

・生徒 E 自身の意見しか書いておらず，グループ内の意見は書けていない。 

 

生徒 F（ADHD 様の困難さ得点 平均値＋2SD 以上 ADHD 診断有） 

・生徒 F 自身の意見は十分な記述量がある一方で，グループ内の意見は少し書いている。 

 

他者の意見を書いていない。 

自身の意見はよく書いてい

る。一方で他者意見の記述は

少ない。 
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生徒 G（肯定アサーション得点 平均値－2SD 以下 ASD 診断有） 

・生徒 G 自身の意見しか書いておらず，グループ内の意見は書けていない。 

 

 

【授業実践１のまとめ】 

ASD 見立て有の生徒 E および ASD 診断有の生徒 G のワークシートは共通して自身の

意見しか記述されていなかった。ADHD 診断有の生徒 F のワークシートは自身の意見が

強い傾向にあった。生徒 E と生徒 F と生徒 G は共通して，話し合い活動に参加していな

い様子であった。授業実践２からは，グループ学習における他者との合意形成過程を構造

化したワークシートによる授業実践を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

他者の意見を書いていない。 



104 
 

授業実践２（裁判員制度２ 浦島太郎裁判 NHK for school 引用） 

 

本時のグループ学習の争点 

竜宮城の乙姫は，カメが地上から連れてきた浦島太郎と 出会い，恋に落ち，夫婦同然の

暮らしを送るようになった。しかし，3 年後，乙姫のお腹の中に子どもが出来たことを知

った浦島太郎は，「地上に帰る」と別れを切り だした。そのことに強い恨みを抱いた乙姫

は，浦島太郎 を殺害することを決意。殺傷能力の高い煙が詰まった玉 手箱を渡した。地

上に帰り玉手箱を開けた浦島太郎は， 煙を浴びて急激に老化。甚大な苦痛を受けた。殺害

しようとした事実を認める乙姫を，刑務所に送るか？それとも，情状酌量で執行猶予をつ

けるか。 

 

生徒 A ADHD 様の困難さ・ASD 様の困難さ得点が低値（平均値－1SD 以下）の生徒 

・授業実践１と同様に自他の意見をしっかり書いており，記述量も十分にある。 

授業中のグループ学習への取組み姿勢を含め評価 A（3 段階の上位）をつける。 
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生徒 E（ASD 様の困難さ得点 平均値＋2SD 以上 ASD 見立て有） 

・ワークシートに自他の意見を書けるようになり，グループ学習を通して生徒 E 自身の意 

見が変容している。授業中のグループ学習への取組み姿勢を含め評価 B（3 段階の中 

位）をつける。 

 

生徒 F（ADHD 様の困難さ得点 平均値＋2SD 以上 ADHD 診断有） 

・他者の意見の記述量が増えた一方で，生徒 F 自身の意見は減少してしまった。授業中 

のグループ学習への取組み姿勢を含め評価 B（3 段階の中位）をつける。 

 

他者の意見を書けるようになった一方で

自身の意見の記述量が減少してしまった。 

他者の意見を書けるようになった。 
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生徒 G（肯定アサーション得点 平均値－2SD 以下 ASD 診断有） 

・授業実践１と同様に生徒 G 自身の意見しか書いておらず，グループ内の意見は書けてい 

ない。授業中のグループ学習への取組み姿勢を含め評価 C（3 段階の下位）をつける。 

 

 

【授業実践２のまとめ】 

他者との合意形成過程（話し合う順番）を構造化したワークシートによる授業実践を行

った。生徒 E は授業実践２からワークシート上の記述内容に変化がみられ，他者の意見を

数行書くことができるようになった。生徒 F は構造化されたワークシートでは他者の意見

を書けるようになった一方で，記述量が著しく減少してしまった。生徒 G の記述内容は授

業実践１とほとんど変容はみられなかった。授業実践 3 では，フィクションではなく現実

社会の課題を扱う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

他者の意見を書いていない。 
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授業実践３（国内養鶏飼育方法 名古屋経済大学 高橋勝也准教授 引用） 

本時のグループ学習の争点 

日本の卵は「物価の優等生」と表現されることがあります。私たちが手にする商品の多く

は，長期間で見ると価格上昇しているにもかかわらず，卵はその上昇幅が小さいためです。

ここには，徹底した生産効率性という生産者の努力が存在します。狭い網の檻(おり)（バタ

リーケージと呼びます）での飼育は，大量生産を可能とし，一括管理による安定供給を実現

しました。卵を安く買える理由は，ここにあります。本来，自然界の鶏は止まり木で休息を

とります。しかし，養鶏は一生，止まり木で休むことなくエサを突き続けて卵を産みます。

檻から出るのは卵を産めなくなったときであり，その後すぐ，廃鶏と呼ばれて処分（殺）さ

れます。これはメスの話で，採卵鶏から産まれてくるオスは，さらに惨(むご)く見えてきま

す。オスは肉食には適さないため，生後のヒヨコのまま，その日のうちに処分されます。こ

のような実態から，動物（鶏）福祉の重要性が叫ばれるのは，当然のことといって良いでし

ょう。日本での選択行動はどうあるべきか？倫理上，問題視されることのあるオスヒヨコの

殺処分の削減のため，卵内選別という技術が開発されつつあるようです。卵のうちにオスと

メスを選別し，卵での処分により，苦痛を軽減しようとしています。メスヒヨコは，ケージ

フリーかケージ中のどちらかで，人間のため卵を産み続けるだけです。今日も私たちが口に

したかもしれない卵。どう飼育していくべきかなのか，探究してみよう。 

 

生徒 A ADHD 様の困難さ・ASD 様の困難さ得点が低値（平均値－1SD 以下）の生徒 

・授業実践１・２と同様に自他の意見をしっかり書いており，記述量も十分にある。 

授業中のグループ学習への取組み姿勢を含め評価 A（3 段階の上位）をつける。 
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生徒 E（ASD 様の困難さ得点 平均値＋2SD 以上 ASD 見立て有） 

・授業実践２と同様にワークシートに自他の意見を書けるようになり，グループ学習を通 

して生徒 E 自身の意見が変容している。授業中のグループ学習への取組み姿勢を含め評 

価 B（3 段階の中位）をつける。 

 
 
生徒 F（ADHD 様の困難さ得点 平均値＋2SD 以上 ADHD 診断有） 

・授業実践２と同様に他者の意見の記述量が増えた一方で，生徒 F 自身の意見は減少して 

いる。授業中のグループ学習への取組み姿勢を含め評価 B（3 段階の中位）をつける。 

 

グループ学習の授業進行に慣れて

きた様子がうかがえる。 

グループ学習の授業進行に慣れて

きた様子がうかがえる。 
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生徒 G（肯定アサーション得点 平均値－2SD 以下 ASD 診断有） 

・授業実践１・２と同様に生徒 G 自身の意見しか書いておらず，グループ内の意見は書け 

ていない。授業中のグループ学習への取組みは，興味のある課題であったため司会役を 

務めていた。評価 C（3 段階の下位）をつける。 

 
 
 
 
【授業実践３まとめ】 

他者との合意形成過程（話し合う順番）を構造化したワークシートによる授業実践の 2

度目を行った。生徒 E は授業実践２と同様にワークシート上の記述内容に変化がみられ，

他者の意見を数行書くことができるようになった。生徒 F は授業実践２と同様に構造化さ

れたワークシートでは他者の意見を書けるようになった一方で，記述量が著しく減少して

しまった。生徒 G の記述内容は授業実践１・２とほとんど変容はみられなかったが，興味

のある課題であったため司会役を務めグループ学習をリードする姿が見られた。授業実践

４でも，引き続き現実社会の課題を扱う。 

 
 
 
 
 
 

未だ他者の意見を書けるよ

うになっていない。 
空白が多い。 
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授業実践４（発展途上国における児童労問題 東京都立日野台高等学校 竹達健顕 引用） 

 

本時のグループ学習の争点 

本単元で扱う SDGs（持続可能な開発目標）は，紛争・環境破壊・貧困などの課題に対し

て国際社会が 2030 年までに取り組むべき目標を示したものであり，2015 年 9 月の国連持

続可能な開発サミットにおいて全会一致で採択され，国際社会の平和と安全・世界経済の発

展への期待が込められている。国際社会における課題は多岐にわたっているが，本授業実践

では児童労働問題について考察させたい。発展途上国を中心に世界の約 1.6 憶人の子どもた

ちが児童労働に従事し，そのうち約 7,900 万人が危険を伴う仕事に従事している（2020 年，

ILO）。児童労働は国際社会における課題であり，子どもたちの教育を受ける機会が奪われ

ているとともに，健全な発達が阻害されることで貧困の連鎖につながっている。SDGs にお

ける目標 8「働きがいも経済成長も」の中で，児童労働の撤廃が掲げられているが達成に至

るまでの道は険しい。発展途上国では，貧困ゆえに子どもを稼ぎ手としたい家庭や地域の思

惑があるとともに，安価な労働力を求めるグローバル企業も存在している。さらに私たち自

身も日々の暮らしの中で，安価な商品を選ぼうとしてしまうが，その商品がなぜ安価で提供

されているかについて考える必要がある。 

本実践では、大項目 A で習得した「功利主義」と「公正としての正義」に関する見方・考

え方を応用して、発展途上国における児童労働問題について考察する。一つの解決方法とし

て実施されているフェアトレードは、生産者の自立や周辺環境の整備のほか、発展途上国の

経済支援にもつながるため、SDGs の観点からも注目されている取組である。一方で、私た

ちはコストパフォーマンスの良い商品を合理的に選択して購入することが多く個人の幸福

を追求する傾向が強い。この事例を通じて、「個人の感じる幸福の量を増やし、最大多数の

最大幸福を効率的に実現していくか」と「公正な社会を実現するために、個人の自由が追求

された結果生じる格差を社会全体（世界全体）で改善していくか」の見方・考え方について

生徒に問いかけたい。 

 
 
生徒 A ADHD 様の困難さ・ASD 様の困難さ得点が低値（平均値－1SD 以下）の生徒 

・授業実践１・２・３と同様に自他の意見をしっかり書いており，記述量も十分にある。 

授業中のグループ学習への取組み姿勢を含め評価 A（3 段階の上位）をつける。 
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生徒 E（ASD 様の困難さ得点 平均値＋2SD 以上 ASD 見立て有） 

・授業実践２・３と同様にワークシートに自他の意見を書けるようになり，グループ学習 

を通して生徒 E 自身の意見が変容している。授業中のグループ学習への取組み姿勢を含 

め評価 A（3 段階の上位）をつける。 

 
 

生徒 F（ADHD 様の困難さ得点 平均値＋2SD 以上 ADHD 診断有） 

・他者の意見の記述量が減少した一方で，生徒 F 自身の意見量は増えてきた（もどってき 

た）。授業中のグループ学習への取組み姿勢を含め評価 B（3 段階の中位）をつける。 

 

自他の意見を書けるように

なった。ワークシートの内容

が大幅に改善された。 

自他の意見を書けるように

なった。ワークシートの内容

が大幅に改善された。自身の

意見記述量も戻ってきた。 
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生徒 G（肯定アサーション得点 平均値－2SD 以下 ASD 診断有） 

・初めて自他の意見両方を書けるようになった。授業中のグループ学習への取組みは， 

興味のある課題であったため司会役を務めた。評価 B（3 段階の下位）をつける。 

 
 
 
【授業実践４まとめ】 

他者との合意形成過程（話し合う順番）を構造化したワークシートによる授業実践の 3

度目を行った。生徒 E のワークシート内容や授業中の積極的な関わりの様子がみられ，初

めて A 評価をつけた。生徒 F は他者の意見量が減った一方で自身の記述量が増えてきた

（もどってきた）。生徒 G のワークシートは大幅に改善され，授業中の積極的な関わりの

様子がみられ，初めて B 評価をつけた。授業実践５でも引き続き現実社会の課題を扱う。 

 
 
 
 
 
 

自他の意見を書けるように

なった。ワークシートの内容

が大幅に改善された。 
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授業実践５（日本の安全保障について考える 東京都立小平西高等学校 竹達健顕 引用） 

 

本時のグループ学習のねらい 

私たちは誰しも協調しあって平和に暮らしたいと思っている。しかしそれが難しいのは

なぜだろうか。囚人のジレンマゲームを基に，体験的にその理由を知り，最終的に自分自身

の考えを意見文にする。 

 

 
 

「 ゲ ー ム 理 論 （ 軍 拡 と 軍 縮 ）」  

得 点 表  
相 手 国  

核 ミ サ イ ル 開 発 （ 軍 拡 ）  核 ミ サ イ ル 放 棄 （ 軍 縮 ）  

自

国  

核 ミ サ イ ル 開 発 （ 軍 拡 ）  － ５ （ 自 国 ） ／ － ５ （ 相 手 国 ）  ＋ ３ （ 自 国 ） ／ － ３ （ 相 手 国 ）  

核 ミ サ イ ル 放 棄 （ 軍 縮 ）  ― ３ （ 自 国 ） ／ ＋ ３ （ 相 手 国 ）  ＋ ５ （ 自 国 ） ／ ＋ ５ （ 相 手 国 ）  

① 作 業 ： 軍 拡 か 軍 縮 か を 班 で 話 し 合 い 決 め て く だ さ い （ 自 国 の 安 全 保 障 を 第 一 に 考 え る ）  

 1 回 目  2 回 目  3 回 目  4 回 目  5 回 目  

（ 3 倍 ）  

合 計 得 点  

自 国        

相 手 国        

自 国 の 得 点        

② 感 想 ： 結 果 か ら  

 

 

 

【現代社会 核兵器（軍拡・軍縮）について意見文】 
 

１．テーマ  

日本の安全保障 

【参考】 

教科書（P５４～５５，９４～９５） 

 

２．テーマ  

日本の安全保障について考える 

 

３．構想表 

第一段落 

①核兵器禁止条約に参加するべきである 

根拠・理由 

国際法の効力で核兵器を世界から根絶したい 

 

②アメリカ軍の核兵器を共有するべきである 

根拠・理由 

地政学的に武装しなければ守れない 

 

第二段落 

反対意見（否定的意見） 

①アメリカ軍の核兵器を共有するべきである 

根拠・理由 

 

反対意見（否定的意見） 

②核兵器禁止条約に参加するべきである 

根拠・理由 

 

第三段落 

結論 

 

 

 

 

＊ゲーム理論の結果等いれられるとよいですね。 
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生徒 E（ASD 様の困難さ得点 平均値＋2SD 以上 ASD 見立て有） 

・核兵器禁止条約に参加するべきという考え方を主張する一方で，アメリカの核の傘に 

ついても考え記述している。その上で，最終的な自分の意見を第 3 段落で述べている。 

評価は A とした。 
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生徒 F（ADHD 様の困難さ得点 平均値＋2SD 以上 ADHD 診断有） 

・核共有をするべきという考え方を主張する一方で，アメリカの核の傘の危険性についても 

考え記述している。その上で，最終的な自分の意見を第 3 段落で述べている。もともとの 

記述力が生かされている。評価は A とした。 
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生徒 G（肯定アサーション得点 平均値－2SD 以下 ASD 診断有） 

・核共有をするべきという考え方を主張する一方で，世界が崩壊する危険性についても考え 

記述している。その上で，最終的な自分の意見を第 3 段落で述べている。 

記述量が基準以下のため，評価は B とした。 

 
 
 
【授業実践５のまとめ】 

 生徒 E・生徒 F・生徒 G、三者それぞれが社会的な見方・考え方を活用して意見文を記述

することができた。特に生徒 E・生徒 F については，内容的にも文量的にも申し分なく，評

価は A とした。 
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第４節 考察 
 

ADHD 様の困難さ尺度の高得点者と ASD 様の困難さ尺度の高得点者は共通して肯定的

アサーションができない傾向にある（竹達・橋本ら，2023）。特に後者は他者の意見を聞

くことや書くことが苦手であるため（井出，2022），グループワークにおいて論点を焦点

化するとともに，思考・表現・判断する取組みの順番を構造化したワークシートとそれを

導く手法が有効であったと考える。ASD 診断やその可能性のある生徒のコミュニケーショ

ン方法には偏りがみられるが，スクリーニングを基にしたグルーピングや構造化された教

材（ワークシート）には一定の有用性があった。一方で ADHD 診断有の生徒は自由度の

高いワークシートの方が記述できる可能性が示唆された。 

 グループ学習において，「文脈に基づいて理解することができない」「自部のニーズを示し

たり，嫌なことを拒否したりすることをうまく表現できない」「話題が限られている」「話を

続けられない」「質問ばかりする」などの発達障害のある生徒のコミュニケーションの問題

を解決するためには，視覚的に構造化した場面を作ったり，決まりきったパターンで学習し

たりすることで指導が可能となることが示唆された。授業実践２以降のように，議論を展開

していく際には，話し合う議題の順番を視覚的に提供することも効果的であったといえる。 

 
 
第５節 まとめ 
 

本授業実践のように他者との合意形成を目指しグループで議論する授業構成は，他者の

意見を取り入れる体験・機会となり，修学や友人関係構築の困難さへのアプローチとなり

得る。奥村・有元ら（2022）は，学校は「協働的な学びの練習の場」としている。協働的

な学びとは互いの違いや不揃いを活用し多様性をくみ上げていくことである。すべての生

徒にとって学校が社会に出る練習の場であるとすればこの協働的な学びこそ社会での活用

が最も具体的に期待される部分である。 

 

 

 
 
 

 
 
 



118 
 

 
 
 

【結論】 
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第八章 結論 
小括 
 
第 1部 調査研究 

第一章（研究Ⅰ）におけるクラスター2（47 名）は，＜校内支援体制＞因子・＜教員協力

体制＞因子・＜保護者・中学校連携＞因子がマイナス値であるが，＜専門職支援者連携＞因

子はプラス値である学校群である。残差分析の結果，偏差値 40～49 の教育困難校や進路多

様校と呼ばれる学校に多いことがわかった。校内の支援体制や教員の協力体制が脆弱であ

るため、SENCO もしくは担任は，SCや SSW といった専門職支援者と連携している点が特徴的

であり，多様な支援ニーズのある生徒を担任する教員によって対応が大きく異なる学校群

であるといえる。筆者も偏差値 40～49 の学校を 2 校経験してきたが、クラスター2 の特徴

があてはまっていたと感じる。多様な支援ニーズのある生徒への対応は担任の経験則に任

される傾向にあり，転退学に至ってしまうか，周囲に支援を呼び掛けていくかは担任次第と

いうケースが少なくない。それぞれの学校群に学習面の問題，生活面の問題，対人関係にお

ける問題，進路指導における問題等の各々が抱える問題があり，学校ごとに校内支援体制を

整備していくことは急務である。 

第二章（研究Ⅱ）で示した２つの軸と２つのクラスターにおいて，個人の特性による問

題と集団参加の制約による問題ではその要因構造が異なっているため，要因に応じた教育

支援が必要となる。そのためには，高等学校においても，橋本ら(2014)が示す学校現場の

教員にもできるスクリーニングツールやアセスメントツールを早期に活用し，生活面・学

習面・対人関係面等いずれの領域に支援ニーズがあるのかを校内委員会や拡大学年会の場

で情報共有をすることができれば，適切な教育支援につなぐことができる。発達障害(その

可能性)および類似した症状のある生徒の不要な転退学を減らすためにも，アセスメントに

基づく包括的な生徒理解(橋本，2016)による具体性のある情報を教員間で共有していくこ

とが必要となってくる。 

第三章（研究Ⅲ）では，公民科担当教師に質問紙調査を実施した。〔授業ユニバーサルデ

ザイン化〕因子・〔個別支援〕因子・〔生徒の実態に合わせた指導と評価〕因子がすべてプラ

ス値を示す回答者群は偏差値 40 未満の学校に有意に多く，すべてマイナス値を示す回答者

群は，教職年数 1-10 年の回答者に有意に少なく，教職年数 31 年以上の回答者に有意に多

いことが示唆された。これは発達障害についての教員研修等の学ぶ機会の有無に関係して

いると考える。例えば東京都では悉皆研修として，初任者研修，2 年次研修，3 年次研修，

10 年次研修までが設置されており，その内容の一部に特別な教育的支援の必要な生徒（発
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達障害のある生徒，精神疾患のある生徒，外国にルーツのある生徒，性的マイノリティにあ

る生徒，非行・性非行等）への対応がある。教員の特別支援教育への意識付として，教員へ

の悉皆研修は一つの有効な手段であると考える。 

第四章（研究Ⅳ）では，学校長に対する質問紙調査を実施し，学校群ごとの特徴をまとめ

た。すべての因子がプラスである積極群とすべての因子がマイナスである消極群の各学校

長の特別支援教育に関する課題意識について記述回答をまとめた結果，前者では「人員不足」

「研修会の必要性」「現状の組織の限界」等である一方で，後者では「教員の無理解」「転退

学すればいいという考え方が根強い」「年配教員の意識」等であった。積極群では校内委員

会が定期的開催され，生徒の情報共有がなされており，学校長の課題意識も建設的な記述回

答がみられた。一方で消極群では教員間の情報共有の機会が乏しく，学校長の課題意識も教

員の無理解や組織文化に関するものであった。 

第五章（研究Ⅴ）では，高等学校の教科教育を行うにあたって事前に実施するスクリーニ

ング項目について検討した。保護者と本人からの同意が得られた全国の高校生 1,000 名に

対してスクリーニング調査を実施し，結果，修学の困難さ（主に ADHD 傾向）尺度の高得

点者と友人関係の困難さ（主に ASD 傾向）尺度の高得点者は，共通して肯定的アサーショ

ン・適切な話し方・計画立案ができない傾向や，放棄諦め・責任転嫁してしまう傾向にある

ことが示唆された。一方で前者は肯定的解釈が苦手な傾向があり，後者は支援要請・気晴ら

しができない傾向にあることが明らかとなりそれぞれの障害特性と関係していることが示

唆された。 

 

第 2 部 実践研究 

第六章（研究Ⅵ）では，授業を受け持つ生徒に研究Ⅴで検討したスクリーニング項目を実

践し，得られた結果から着目した 3 名の生徒は実際に発達障害の診断あるいは見立てのあ

る生徒であった。特別支援教育コーディネーターが主催する校内委員会で取り上げられて

いる生徒であり，スクリーニングから得られた結果と校内委員会で共有された情報には共

通性がみられ，検討したスクリーニング項目が有用であった。今後実用化に向けて，校内 SC

の意見も取り入れつつツール化していくことが課題である。実際の運用は教育相談委員会

等の校内委員会に委任し，拡大学年会等の機会を設けて情報共有することが望ましい。 

第七章（研究Ⅶ）では，保護者の同意が得られた 40 名（１クラス）を対象に，合意形成

や社会参画を視野に入れながら構想したことを議論する力を育成する教科教育方法の検討

を公民科目で実践した。発達障害のある生徒の認知的偏りや社会・情緒的偏りが要因となり，

他者と議論し合意形成する学習活動にうまく参加できないという課題に対し，社会的な見
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方・考え方をあらかじめ提示し（焦点化），グループワークを通して他者と合意形成する学

習過程（構造化）を教材および授業進行において設定した。その結果，事前に把握している

修学の困難さ（ADHD 傾向）尺度の高得点者や友人関係の困難さ（ASD 傾向）尺度の高得

点者の困難さの実態と学習過程を捉えることができ，またその改善結果についても観察す

ることができた。 
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総合考察 
 
 高等学校における特別支援教育は，高等学校自体がそれ以前の義務教育段階とは異なり，

学校設置者の違いや設置学科の多様性，また高校入試といった入学者選抜が実施される関

係から，必ずしも全国一律の教育が展開されているわけではない。後期中等教育に位置する

高等学校は義務教育ではないとはいえ，就学状況みるとほぼ義務教育並みの準義務化の状

態である（玉村ら，2019）。しかしながら，高等学校教育の特性や青年期の発達課題をめぐ

る諸問題を考慮すると，その教育内容は義務教育段階とは異なる視点を持つ必要がある。 

 第１部の調査研究は，回収率の低さから高等学校全体を代表するものとはいえないが，実

際に学校現場で教員が対応したケースから導かれた数値・記述であることからも貴重なデ

ータとなった（回答に協力くださった先生方には深く感謝申し上げます）。研修Ⅰの量的分

析において，学校ごとの特徴をクラスター化して示した中で，偏差値 40～49 の学校群は，

3 つの因子がマイナス値であることが示す通り，校内支援体制が整備されているとは言い難

く，担任教師が専門職支援者を頼る選択肢しか残されていないことが示唆された。つまり，

多様な支援ニーズのある生徒（発達障害のある生徒含む）への対応は担任の経験則に任され

る傾向にあり，転退学に至ってしまうか，周囲に支援を呼び掛けていくかは担任教師次第と

いうことになってしまう。筆者の経験してきた学校も正にこの調査結果があてはまり，校内

支援体制の構築が急務であることを強く感じるきっかけとなった。研究Ⅱの質的分析から

は，発達障害および類似した症状のある生徒の問題が複雑化してしまったケースや転退学

に至ってしまったケースについて，ADHD 傾向の生徒が単位未修得に，ASD 傾向の生徒が

未履修となる要因構造を示すことができた。筆者が実際に支援を行った生徒の中で，クラス

ター①の特徴を持っている生徒がいた。本人との面談や保護者との面談を通して，生活面に

おける問題が学習面における問題に影響していることがわかってきた。このような構造を

早期に把握しておくことができれば，学校全体で効果的な支援を考えることができるよう

になるだろう。発達障害および類似した症状のある生徒について，本研究Ⅴで検討した生徒

自身が行うスクリーニングや，橋本ら（2014）が示した学校の教員にもできるアセスメン

トを早期に実施し，校内委員会や拡大学年会等で教員間の情報共有を図ることができれば，

生徒の問題が複雑化し不要な転退学にまで至るケースを減らすことができるのではないか

と考える。しかしながら，そのような校内支援体制をつくるには，一現場教員からの提案で

は難しく，管理職（校長もしくは副校長）からの要請が必要となる。まずは管理職が課題意

識を持つこと，校内支援体制の核となる分掌や委員会を組織することが必要である。研究Ⅳ

において，すべての因子がプラスを示す回答者群の学校は，発達障害のある生徒への対応や

認識に一貫性がみられたが，一方ですべての因子がマイナスを示す回答者群は，発達障害の
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ある生徒に対し様々な捉え方がなされていることが示唆された。その学校ごとに生徒の様

相や組織文化も異なっているが，研究Ⅲで示した通り，教育委員会と協力して悉皆研修を導

入していくことは効果的であろう。 

 第２部の実践研究においては，他者との合意形成を目指しグループで議論する授業構成

は，他者の意見を取り入れる体験・機会となり，修学や友人関係の困難さへのアプローチと

なり得ることを示すことができた。ワークシート以外の評価方法も考え得るが，自身が評価

される場面において，求められる成果物を完成させ提出した経験が，彼らの今後の糧となる

ことを期待したい。奥村・有元ら（2022）は，学校は「協働的な学びの練習の場」としてい

る。協働的な学びとは互いの違いや不揃いを活用し多様性をくみ上げていくことである。す

べての生徒にとって学校が社会に出る練習の場であるとすれば，この協働的な学び（グルー

プ学習，ディベート，ディスカッション等）こそ，社会での活用が最も具体的に期待される

ところであり，将来の社会参画につながる。 

文科省(2019)や東京都教育委員会(2020)が提言するキャリア教育では，「学校の教育活動

を通じて，生徒の一人ひとりの発達段階に応じキャリアを形成させていく取り組みであり，

社会的・職業的自立にむけて必要な基盤となる能力や態度を育成すること」と定義されてい

る。どのような学校群においても，どのような生徒であっても，高等学校段階における不要

な転退学といった，彼ら彼女らの人生のつまずきを防ぐとともに，障害の状態や特性および

心身の発達の段階に応じた適切な支援を行い，次の人生のステージへつないでいく意識が

学校の教員として必要である。そのためにも，教師は学び続けることが大切であり，教師自

身のセンスを磨いてく必要がある。発達障害（その可能性）のある生徒は，表面上には表れ

ない複合的な困難さがあり，単位未修得や単位未履修といった状態に陥りがちである。しか

しながら，校内支援体制の構築や教科教育における合理的配慮の拡充を進めることができ

れば，彼ら彼女らを次の人生のステージへつなげることができるのだ。 
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本研究の限界と今後の課題 
 
本研究で実現に至らなかった点については今後の課題とする。①第五章（研究Ⅴ）にて

1000 名の調査を実施し妥当性を検討したスクリーニング項目を学校現場で使いやすくツー

ル化すること（運用については，校内のスクールカウンセラーによる分析および教科担当教

師への説明が望ましい），②第七章（研究Ⅶ）にて実践した発達障害（その可能性）のある

生徒に対する焦点化や構造化に基づく授業方法および評価方法を教員研修で活用できるよ

うにテキスト化する（悉皆研修の中で特別支援に関する研修を受けている教員は特別支援

教育の意識があるため）こと，以上の 2点を本研究の継続課題としたい。 

最後に，障害者差別解消法の施行によって，すべての学校や職場での合理的配慮の必要

性が求められるようになった。発達障害のある生徒を含む特別な支援や配慮を必要とする

生徒は確実に存在している一方で，高等学校（特に全日制普通科）において合理的配慮を

得られない生徒が実在している。すべての教科・科目での支援はもちろん，校内の支援体

制の構築も現在の高等学校に共通する課題である。また，苦手なスキルを補償するだけで

なく，得意な力を伸ばすことのできる教育も，教員間で意識しつつ情報共有ができれば，

不可能なことではないだろう。松村（2018）は，特別支援教育の支援体制が整備されてく

るにつれて，発達障害等のある児童・生徒の中に並外れた才能を示す者がいることについ

て注目している。そのような並外れた才能と発達障害を併せ持つ児童・生徒を 2E（twice-

exceptional）と表現しており，彼らの苦手なスキルを補償するだけでなく，得意な力を伸

ばすことの必要性について述べている。アメリカでは 2E 教育はすでに 1980 年代に始ま

っており，児童・生徒の多彩な才能を識別して伸ばすために，多様な指導・学習方法・特

別措置がとられている。アメリカでは発達障害と診断されると，OT（作業療法士）・ST

（言語聴 覚士）・臨床心理士によって療育や支援が行われ，才能が発揮されやすい環境で

育てることができる。障害も個性のうちの一つという考え方・捉え方によって，日本のよ

うに「障害」というレッテルに一生悩まされ続けることにはならないのだ。才能にも障害

にも気づかない学校の体制や，喜入（2007）や吉田（2007）のいう権威（統制）システム

とゼロ・トレランス指導による生徒対応は，現在の日本全体にいえる課題であろう。得意

分野では高度な課題に挑戦し，苦手な分野では合理的配慮を行いながら学習の改善を図る

という視点が，今後の日本の教育においても必要ではないだろうか。まずは自分自身が，

本研究で得られた知見を今後の教育活動に還元し，高等学校の特別支援教育と教科教育の

さらなる融合と進展，充実に貢献していきたい。 
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発達的修学困難チェックシート（10 項目） 
５あてはまる ４どちらかというとあてはまる ３どちらでもない ２どちらかというと

あてはまらない １あてはまらない 
1. 教師の指示を聞き逃すことや、メモをしないとすぐに忘れてしまうことが多い 
2. 二つ以上の作業を同時にこなそうとすると混乱してしまう 
3. 黒板を写しながら、同時に教師の話を聴いて理解することができない 
4. スケジュール管理が苦手で、締め切りを守れないことがとても多い 
5. 課題（作文やレポート）をするときに、具体的にやることが指示されていればできるが、

自分で考えなさいと言われると全くできなくなる 
6. 急な予定変更などがあると、どうしていいか分からなくなってしまう 
7. 人と会話することが非常に苦手だ 
8. 周囲の人から孤立してしまい友人ができにくい 
9. 人と話すときに何を話していいかわからなくなり、思考が止まってしまう 
10. 場の雰囲気を呼んでそれに合わせることができず周囲から浮いてしまう 

 
高校生のアサーションスキル（13 項目） 
５あてはまる ４どちらかというとあてはまる ３どちらでもない ２どちらかというと

あてはまらない １あてはまらない 
1. 自分の言動が友人を傷つけたとわかったら、傷つけたことを認め関係の修復に努める

ことができる。 
2. 自分の言ったことが間違いだとわかったら、素直に「間違えた」「ごめんなさい」と言

える。 
3. 人をほめたり、感謝の気持ちを表すことが苦手である。 
4. 友人を誘うときは、相手の都合も配慮した声かけができる。 
5. 友人からの誘いに応じられないときは理由を言って断ったり、また別の機会などと違

う条件での提案ができる。 
6. 相手の話にうなずいたり、相槌をうちながら会話をはずませることができる。 
7. 友人から不当な要求をされたり、やりたくないことを頼まれても理由を言って断れる 
8. 友人が間違ったことを言っているときは「それは違う」とはっきりいえる 
9. 話し合いの中で相手と意見が違ったとき、自分の意見を言える。 
10. 自分の視線・表情・姿勢などに気を配って相手を確認しながら話をできる。 
11. 相手にわかりやすい言葉を選び、はっきりとした声で相手に伝えることができる。 
12. 自分が困っているときには、友人に助けを求めたり、ちょっとした頼みごとができる。 
13. 知らないことや難しくてわからないことがあったとき、友人に質問することができる。 
 

対処方略尺度（24 項目） 
「精神的につらい状況に遭遇した時どうするか」 
５あてはまる ４どちらかというとあてはまる ３どちらでもない ２どちらかというと

あてはまらない １あてはまらない 
1. 誰かに話を聞いてもらい気を静めようとする 
2. 誰かに話を聞いてもらって冷静さを取り戻す 
3. 誰かに愚痴をこぼして気持ちをはらす 
4. どうすることもできないと解決を先延ばしにする 
5. 自分では手におえないと考え放棄する 
6. 対処できない問題だと考え諦める 
7. 力のある人に教えを受けて解決しようとする 
8. 詳しい人から自分に必要な情報を収集する 
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9. 既に経験した人から話を聞いて参考にする 
10. 嫌なことを頭に浮かべないようにする 
11. そのことをあまり考えないようにする 
12. 無理にでも忘れようとする 
13. 悪いことばかりでないと楽観的に考える 
14. 今後はよいこともあるだろうと考える 
15. 悪い面ばかりでなくよい面をみつけていく 
16. 原因を検討しどのようにしていくべきか考える 
17. どのような対策をとるべきか綿密に考える 
18. 過ぎたことの反省をふまえて次にすべきことを考える 
19. 自分は悪くないと言い逃れをする 
20. 責任を他の人におしつける 
21. 口からでまかせを言って逃げ出す 
22. スポーツや趣味などを楽しむ 
23. 友達と買い物やおしゃべりなどで時間をつぶす 
24. 友達と食事にいく 
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第２部 

実践研究調査用紙 
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 第七章（研究Ⅶ） 
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高等学校の教員として 13年目を迎え，担任として，公民科教員として，部活動顧問とし

て，特別支援教育コーディネーターとして，様々な生徒たちと関わってきました。発達障害

のある生徒や，義務教育段階まで通級に通っていた生徒，場面緘黙症の生徒，摂食障害，適

応障害，起立性調節障害の診断のある生徒，外国にルーツのある生徒，性的マイノリティに

ある生徒，非行行動をとってしまう生徒，児童養護施設や児童自立支援施設から通っている

生徒など，全日制普通科といえども実に多様な生徒たちが在籍しています。担任は 4回ほど

経験してきましたが，合理的配慮や適切な支援があれば進級（卒業）できたであろう生徒た

ちが，進路変更を余儀なくされる姿を目の当たりにしてきたことから，現在も踏襲され続け

ている高等学校の風土，構造，体制，現場教員の意識などに強く課題を感じていた次第です。 

 その中で，東京都教育委員会の派遣研修として，東京都学芸大学大学院の修士課程にお

いて学ぶ機会を得られたこと，さらには博士課程における 3年間の研究期間を得られたこ

とは望外の喜びでした。橋本創一先生には，修士課程・博士課程の 5年間にわたりご指導

を賜り，感謝の念に堪えません。私の様々な愚問に対し，誠実かつ専門的なご助言・ご指

摘を下さり，常に新たな視点を自分の中に発見することができました。年齢や経験年数を

重ねても，学び続ける姿勢が大切であることを強く感じた次第です。博士論文の審査をい

ただいた有元典文先生，竹鼻ゆかり先生，戸部秀之先生，松尾直博先生におかれましても

研究過程を見守っていただき，新たな切り口となる視点や文献，キーワード等を賜りまし

たこと，心より厚く御礼申し上げます。 

また，橋本研究室 OB・OG である井上剛先生，三浦巧也先生，日下虎太朗先生，山口遼先

生，田中里実先生のお力添えや，質問紙調査にご協力いただいた全国の先生方，授業実践

に参加してくれた 3年 B組 40 名の協力なくして，本研究を書き終えることは叶いませんで

した。心より厚く御礼申し上げます。しかし，本研究は学校現場における教育課題の一端

に過ぎず，まだまだ多くの課題が山積しております。本研究で得られた知見を今後の教育

活動に還元し，高等学校の特別支援教育と教科教育のさらなる融合と進展，拡充に貢献し

ていく所存です。 

最後になりますが，5年間の長きにわたって大学院での研修・研究に理解を示し協力し

て下さった東京都立小平西高等学校・東京都立日野台高等学校の諸先生方，そして，何よ

りも日々支えてくれた家族の皆に心より感謝の意を表し，謝辞と致します。 
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